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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数の( )はパート・アルバイトの平均雇用人員(１日８時間勤務換算による月平均人数)の数を記載しております。

３ 平成16年８月期から潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４ 平成18年８月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12月９日)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日)を

適用しております。 

  

回次 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期 

決算年月 平成15年８月 平成16年８月 平成17年８月 平成18年８月 平成19年８月 

売上高 (百万円) 69,510 76,232 80,741 85,454 87,829 

経常利益 (百万円) 3,679 4,072 3,752 3,050 3,627 

当期純利益 (百万円) 1,409 884 1,663 1,197 1,433 

純資産額 (百万円) 28,759 29,264 30,498 31,392 32,406 

総資産額 (百万円) 50,069 51,679 53,706 55,728 56,174 

１株当たり純資産額 (円) 1,369.11 1,393.19 1,451.94 1,489.51 1,537.31 

１株当たり当期純利益 (円) 76.20 42.11 79.18 57.01 68.24 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) 74.62 ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 57.4 56.6 56.8 56.1 57.5 

自己資本利益率 (％) 5.6 3.0 5.6 3.9 4.5 

株価収益率 (倍) 12.9 29.4 17.1 29.7 22.7 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 4,369 6,651 5,214 5,727 6,673

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △3,174 △3,956 △5,029 △6,374 △3,553

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,471 △840 612 692 △2,126

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 2,759 4,651 5,448 5,493 6,487

従業員数 (名) 
2,776 
(4,183)

2,945
(4,440)

3,122
(4,509)

3,370 
(4,794)

3,443
(4,709)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数の( )はパート・アルバイトの平均雇用人員(１日８時間勤務換算による月平均人数)の数を記載しております。

３ 平成15年８月期の㈱榮太郎との合併による新株式の１株当たり配当額は、平成15年３月10日起算日扱いで計算し９円52銭

となりました。 

４ 平成16年８月期から潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５ 平成18年８月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12月９日)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日)を

適用しております。 

  

回次 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期 

決算年月 平成15年８月 平成16年８月 平成17年８月 平成18年８月 平成19年８月 

売上高 (百万円) 59,649 65,164 68,818 72,613 74,625 

経常利益 (百万円) 3,303 3,611 3,177 2,491 3,153 

当期純利益 (百万円) 1,367 676 1,372 908 1,226 

資本金 (百万円) 8,626 8,626 8,626 8,626 8,626 

発行済株式総数 (株) 21,198,962 21,198,962 21,198,962 21,198,962 21,198,962 

純資産額 (百万円) 30,174 30,465 31,409 31,772 32,568 

総資産額 (百万円) 47,699 49,130 50,880 52,546 52,804 

１株当たり純資産額 (円) 1,436.47 1,450.37 1,495.33 1,512.65 1,550.58 

１株当たり配当額 
(うち１株当たり中間配当
額) 

(円) 
(円) 

19.00 
(9.00)

20.00
(9.00)

20.00
(10.00)

20.00 
(10.00)

21.00
(10.00)

１株当たり当期純利益 (円) 73.94 32.18 65.33 43.26 58.38 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) 72.41 ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 63.3 62.0 61.7 60.5 61.7 

自己資本利益率 (％) 5.1 2.2 4.4 2.9 3.8 

株価収益率 (倍) 13.3 38.4 20.8 39.2 26.6 

配当性向 (％) 25.7 62.1 30.6 46.2 36.0 

従業員数 (名) 
2,351 
(3,706)

2,430
(3,955)

2,544
(4,020)

2,712 
(4,284)

2,750
(4,205)



２ 【沿革】 

提出会社は、昭和46年11月に株式会社朱鷺として設立され、当初は分社経営による店舗展開を進めておりました

が、平成元年９月に有限会社大庄を吸収合併し、商号を株式会社大庄に変更して以降、これら営業目的を同じくする

会社を合併して現在に至っております。 

株式会社大庄設立以後の企業集団に係る経緯は、次のとおりであります。 

  

  

年月 事項 

昭和46年11月 料理飲食店の経営等を目的として千代田区三崎町二丁目８番７号に株式会社朱鷺(資本金２百万

円)を設立。 

昭和48年３月 千代田区に大衆割烹「庄や本家店」(「庄や」第１号店)を開店。 

昭和51年７月 セントラルキッチン・運送業を目的として有限会社大庄を設立。 

昭和53年４月 社内研修センターとして「日本料理専門学院」を開設。 

昭和56年４月 独立者に対する資金援助・教育研修等を目的として「協同組合庄や和食グループ」を設立。 

昭和57年10月 営業力の強化を目的としてアサヒビール株式会社と合弁で株式会社やる気茶屋を設立。 

昭和60年６月 「協同組合庄や和食グループ」の下に労働省認可及び都知事の認定を受け「東京都調理高等職業

訓練校」を設立。 

平成元年９月 有限会社大庄を吸収合併、同日商号を変更し株式会社大庄となる。 

    ９月 本店を大田区大森北一丁目22番１号に移転。 

    12月 首都圏を中心に居酒屋「949」チェーンを展開する株式会社イズ・プランニングを買収。 

平成２年５月 店舗の衛生管理、食材検査等の向上を目的として社内に「食品衛生研究所」を開設。 

    ５月 貨物自動車運送事業等を目的として有限会社大運(平成16年２月株式会社に組織変更)を設立。 

    ９月 関係会社18社(33店舗)を吸収合併、直営店40店舗となる。 

    11月 食材の加工・輸出、日本料理店の経営等を目的として、ASAN DAISYO COMPANY LIMITEDをタイ国

に設立。(平成17年５月清算結了) 

平成３年３月 関係会社13社(22店舗)を吸収合併、直営店69店舗となる。 

    ３月 鰹節・削り節の製造及び販売等を目的とする有限会社新丸金小谷商店を買収。 

    ４月 定置網漁業、水産物の加工販売等を目的として有限会社グラマー・フィッシュに出資。 

    ５月 １：40の株式分割。 

    ７月 店舗内装・設計監理施工等を目的としてリード株式会社の株式を取得。 

    ７月 自動販売機による煙草・飲料水の販売等を目的として株式会社大輪(現、株式会社アサヒビジネ

スプロデュース)の株式を取得。 

    ７月 健康食品(高麗人参)の販売等を目的としてヒューマンフーズ株式会社(旧社名、中国高麗人参株

式会社)の株式を取得。 

平成４年４月 株式会社やる気茶屋(26店舗)を吸収合併、直営店110店舗となる。 

    ８月 首都圏を中心に居酒屋「呑兵衛」チェーンを展開する株式会社木戸商事に資本参加。 

平成５年８月 水産物・水産加工品の販売等を目的として米川水産株式会社に資本参加。 

    10月 １：1.1の株式分割。 

    11月 米川水産株式会社100％出資で輸入業務を目的として株式会社ヨネカワフーズ(平成９年９月株式

会社大庄フーズに商号変更)を設立。 

    12月 店舗への食材配送の効率化を図るため、物流センターを品川区に移転。 

平成６年７月 株式を日本証券業協会の店頭登録銘柄として登録。 

    ７月 公募による新株式発行(800,000株)。 

    10月 １：1.5の株式分割。 

    11月 輸入業務を目的とする SHOYA(THAILAND)COMPANY LIMITED をタイ国に設立。(平成13年６月清算

結了) 



  

  

年月 事項 

平成７年３月 手打ちうどんの製造及び販売等を目的として株式会社さぬき茶屋を設立。 

    ６月 株式会社さぬき茶屋が讃岐食品株式会社より「讃岐茶屋」店舗を買収。 

平成８年４月 第１回転換社債4,000百万円発行(償還期限 平成15年２月28日) 

    ８月 香港バナナリーフ社との合弁で株式会社バナナリーフを設立。(平成11年４月より休眠) 

    10月 セントラルキッチン機能をもつ食品工場が大田区東糀谷に完成。 

    12月 欧風家庭料理のレストランを展開するマ・メゾン３社を買収。 

平成９年３月 「MIYABI」のブランドで食パン製造・販売を目的として株式会社ディー・エスぎをんボローニャ

(平成９年９月株式会社ディー・エス・ミヤビに社名変更)を設立。 

    ５月 株式を東京証券取引所市場第二部に上場。 

    ９月 大衆割烹「鮮乃庄」チェーンの経営を目的として株式会社鮮乃庄を設立。 

平成10年１月 １単位の株式数を1,000株から500株に変更。 

    ２月 全国展開の足がかりとして、長崎に「日本海庄や・長崎銅座店」をオープン。 

    ４月 株式会社アサヒビジネスプロデュースは、株式会社マン・スペースディベロップメントを吸収合

併。 

    ８月 公募による新株式発行(1,000,000株)。 

    10月 １：1.2の株式分割。 

平成11年２月 株式を東京証券取引所市場第一部に指定替。 

    ４月 株式会社さぬき茶屋を整理し、営業の一部を譲り受け。 

    ６月 病院・福祉施設での病院・事業用給食施設の運営等を目的として株式会社エーエルエス(現、株

式会社アルス)を設立。 

    ８月 株式会社木戸商事、株式会社マ・メゾン及び株式会社鮮乃庄を吸収合併、直営店323店舗とな

る。 

平成12年２月 公募による新株式発行(1,500,000株)。 

    ４月 有限会社新丸金を整理し、米川水産株式会社に営業の一部を譲渡。 

    ６月 株式会社ディー・エス・ミヤビを吸収合併。 

平成12年12月 株式会社イズ・プランニングは、株式会社大庄フーズを吸収合併。 

平成13年11月 リード株式会社を吸収合併。 

平成14年１月 １単元の株式数を500株から100株に変更。 

平成15年１月 食材等に関する当社独自の安全性基準を確立することを目的として社内に「総合科学新潟研究

所」を開設。 

平成15年３月 中部地区を中心に居酒屋「榮太郎」等をチェーン展開する株式会社榮太郎と当社１：0.6の合併

比率により合併。 

平成16年５月 株式会社大運は、株式会社ノース・ウインドを吸収合併し、株式会社ディ・エス物流と商号変

更。 

平成16年７月 米川水産株式会社は、ヒューマンフーズ株式会社を吸収合併。 

平成17年２月 中部地区に「名古屋物流センター」を開設し、物流体制を刷新。 

平成17年４月 

平成17年11月 

平成18年８月 

日本ファインフード株式会社より、10店舗を営業譲り受け、関西地区に出店。 

有限会社グラマー・フィッシュを吸収合併。 

株式会社エム・アイ・プランニングが持分法適用関連会社となる。 



３ 【事業の内容】 

当社(連結財務諸表提出会社)グループは、当社及び連結子会社５社並びに持分法適用関連会社１社で構成され、飲

食店舗チェーンを展開する飲食事業を主な内容とし、さらにこれに関連する食材の卸売事業、物流及びその他サービ

ス事業等の事業活動を展開しております。 

当社グループの事業に係わる位置付け及び事業セグメントとの関連は次の通りであります。 

  

〔飲食事業〕 

当社は、手づくりの和食料理をメインとした大衆割烹「庄や」「日本海庄や」「やるき茶屋」を主力業態とし、関

東エリア中心から全国に向けてチェーン展開による料理飲食業を行っております。 

連結子会社の㈱イズ・プランニングは、寿司割烹「築地日本海」、無国籍料理「９４９」、和風創作料理「塩梅」

の３業態を中心に、首都圏でのチェーン展開による料理飲食業を行っております。 

また、連結子会社の㈱アルスは、病院・事業用給食施設の運営を行っております。 

  

〔卸売事業〕 

当社は、各関係会社及びフランチャイズ店へ食材等を卸しております。 

連結子会社の米川水産㈱は、築地市場での営業権(場内で店舗営業できる権利)を保有し、マグロを中心とした魚介

類等の生鮮食材、鰹節等を当社並びに一般取引先へ販売しております。 

関連会社(持分法適用関連会社)の㈱エム・アイ・プランニングは、当社並びに当社グループのフランチャイズ店等

へ酒・飲料等の販売を行っております。 

  

〔その他事業〕 

当社は、フランチャイズ店よりロイヤリティ収入等を得ている他、不動産の賃貸・管理を行っております。 

連結子会社の㈱アサヒビジネスプロデュースは、不動産の賃貸・管理並びに煙草・飲料の販売を行っております。 

連結子会社の㈱ディ・エス物流は配送事業を行い、当社、各関係会社及びフランチャイズ店へ食材等の配送並びに

一般取引先の配送業務を行っております。 

  

  



 企業集団についての事業系統図は、次のとおりです。 

  

   
(注)無印…連結子会社 

  ※印…持分法適用関連会社 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 上記連結子会社は、有価証券報告書又は有価証券届出書提出会社に該当しておりません。 

３ 上記のほか、平成19年９月28日に当社はミネラルウォーター等の製造販売を行っている新潟県佐渡海洋深層水㈱の第三者

割当増資を引受け、発行済株式の69.7％を取得いたしました。 

  

  

名称 住所 資本金 
 (百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の所有
(被所有)割合 

関係内容 
所有割合
(％) 

被所有割合
(％) 

(連結子会社)            

㈱イズ・プランニング 東京都大田区 300 飲食事業 100.0 ―

当社は、食材等の供給を行っ
ており、事務所及び店舗を賃
貸し、店舗を賃借しておりま
す。 
役員の兼任…１名 

㈱アルス 東京都品川区 80 飲食事業 63.0 ―

当社は、食材等の供給を行っ
ており、事務所及び店舗並び
に工場設備を賃貸し、店舗を
賃借しております。 
役員の兼任…１名 

米川水産㈱ 東京都中央区 90 卸売事業 100.0 ―

当社は、食材等の供給を受け
ており、店舗を賃貸しており
ます。 
役員の兼任…３名 

㈱ディ・エス物流 東京都品川区 99 その他事業 100.0 ―

当社は、食材等の配送を委託
しており、事務所を賃貸して
おります。 
役員の兼任…１名 

㈱アサヒビジネス 
プロデュース 

東京都港区 60 その他事業 75.0 ―

当社は、商品等を購入してお
り、不動産の仲介を受けてお
ります。 
役員の兼任…１名 

(持分法適用関連会社) 
㈱エム・アイ・プランニ

ング 
東京都葛飾区 10 卸売事業 20.0 0.0

酒・飲料等の供給を受けてお
ります。 
役員の兼任…なし 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年８月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。嘱託社員は従業員数に含めて表示しております。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

３ 全社(共通)に記載されている従業員数は、特定のセグメントに分類できない管理部門に所属するものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年８月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。嘱託社員は従業員数に含めて表示しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

 (3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

飲食事業 
2,901 
(4,608) 

卸売事業 
137 
(33) 

その他事業 
250 
(62) 

全社(共通) 
155 
(6) 

合計 
3,443 
(4,709) 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(百万円) 

2,750 
(4,205) 

39.6 4.8 4



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当連結会計年度における当社グループを取り巻く環境は、原油価格の高騰や米国におけるサブプライムローン（信用力の

低い個人向け住宅融資）問題に端を発した世界経済の先行き不透明感はありましたが、実体経済としては戦後最長の景気拡

大を継続し、堅調に推移しました。 

 しかしながら、依然として個人消費は明確な回復までには至らず、消費関連の流通業界や外食業界では既存店売上が低迷

する一方で、業界再編の動きがさらに活発化しております。 

また、外食業界においては、消費者の食の安全・安心に対する意識の高まりをはじめ、原材料価格の高騰懸念、飲酒運転

取締規制の強化など厳しい経営環境が続いております。 

このような状況下において、当社グループは、全国への店舗網の拡大を着実に進め、宮崎、鳥取、香川、島根県に初出店

するなど地方13店舗を含む41店舗（当社37店舗、㈱イズ・プランニング４店舗）の新規出店を行いました。また、店舗改装

については、個室感・高級感のある店舗設計や落ち着いた雰囲気をベースにしたリニューアルに取組み、業態転換14店舗を

含む26店舗（当社23店舗、㈱イズ・プランニング３店舗）で実施いたしました。 

 営業戦略面では、集客力向上に向けた様々な施策を講じました。料理メニューでは、年２回のグランドメニュー及び宴会

料理メニューの改訂を中心に、旬の素材や郷土のブランド食材を使用した季節料理メニューの強化、昼食ランチメニューや

各種祭事に適した会席料理など、食事メニューの充実に注力いたしました。 

また、会社訪問などによるセールス活動の強化、女将制度の拡大による接客サービスの向上、新業態のテスト開発などに

取り組みました。さらに、エリアマーケティングを強化するため、「地域エリア別」に大幅な組織改編を行い、地域顧客へ

の密着した営業組織体制を構築しました。 

 一方、食材調達面では、生産者との直接提携を押し進め、産地や生産工程を明確化するとともに、極力外国食材を使用し

ないことを基本方針として、安全・安心で健康的な食材の開拓に努めました。また、当社の衛生機関である「総合科学新潟

研究所」においては、農産物の品質安全性について厳格な自主基準を設けて、徹底したチェックを行ってまいりました。 

売上状況につきましては、当初飲酒運転取締規制の影響も懸念されましたが、「駅前立地の店舗展開」を基本方針とする

当社には大きな影響は見られず、軽微に留まりました。また、忘年会・新年会の最需要期においては、暖冬の天候がプラス

に影響した上、販促活動の強化やキャンペーン効果により全般的に宴会売上が好調であったこともあり、比較的堅調に推移

しました。この結果、当社グループの既存店売上高は、業界内の競争激化の影響もあり2.9％の減少と、ほぼ当初計画

（3.0％減少）内で終わりました。 

以上により、連結売上高は、前期に比べ2.8％増の87,829百万円となりました。 

一方、コスト面では、諸経費の見直し策を重点的に行いました。特に、売上原価においては、食材イベントの抑制や仕入

原価を考慮したメニュー作りなどが奏効し、売上原価率が大幅に低下しました。また、販管費においては、当期より新たに

株主優待制度に対する引当金繰入計上（74百万円）が加わったものの、イベント企画の見直し、割引セールの抑制、販促媒

体の有効活用等により販売促進費や広告宣伝費が削減できたこと、また消耗備品費等の経費でも削減効果があったため、収

益改善を図ることができました。 

これにより、連結営業利益は、前期に比べ21.6％増の3,588百万円、連結経常利益は、前期に比べ18.9％増の3,627百万円

となりました。また、連結当期純利益は、前期に比べ19.7％増の1,433百万円となりました。 

 事業のセグメント別では、飲食事業につきましては、新規店舗の増収もあり売上高は前期に比べ3.4％増の78,826百万円と

なりました。なお、当期末のグループ直営店舗数は707店舗（当社648店舗、㈱イズ・プランニング59店舗）となっておりま

す。 

 卸売事業につきましては、マグロを中心とした魚価高騰の影響を受け、鮮魚卸売子会社の売上が低迷したこともあり、売



上高は前期に比べ9.1％減少の4,979百万円となりました。 

 その他事業につきましては、物流子会社が行うグループ外の一般取引先への配送業務が増加したこと等により、売上高は

前期に比べ7.1％増の4,023百万円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況                       (単位：百万円) 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における営業活動によって得られたキャッシュ・フローは、前年と比較して945百万円収入増加

の6,673百万円となりました。これは主に、税金等調整前当期純利益が前期と比較して706百万円増加したこと及

び減価償却費が前年と比較して247百万円増加したことによるものです。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動に使用されたキャッシュ・フローは、前期と比較して2,820百万円支出減少の3,553百万円の資金支出

となりました。これは主に、新規店舗や改装店投資を抑制したため、有形固定資産の取得による支出が前期と比

較して3,003百万円減少したことによるものです。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動によって得られたキャッシュ・フローは、前期と比較して2,818百万円減少の2,126百万円の資金支出

となりました。これは主に、長期資金として2,000百万円の社債調達を行ったものの、フリーキャッシュ・フロー

の増加により積極的に借入金の返済を行ったため、借入金の純増減額が前期と比較して4,818百万円減少し、支出

増となったことによるものです。 

  

以上の結果により、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末に比べ993百万円増加の

6,487百万円となりました。 

  

  

  平成18年8月期 平成19年8月期 増減 

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,727 6,673 945 

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,374 △3,553 2,820 

財務活動によるキャッシュ・フロー 692 △2,126 △2,818 

現金及び現金同等物の増減額 45 993 947 

現金及び現金同等物の期首残高 5,448 5,493 45 

現金及び現金同等物の期末残高 5,493 6,487 993 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

販売実績 

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記の金額には、消費税等を含んでおりません。 

２ セグメント間取引については相殺消去しております。 

３ その他事業は運送事業及び不動産の賃貸・管理等の売上高です。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当社は、しばらくは厳しい環境が続くと予想しており、あくまでも収益性重視の観点からのグループ経営活動を行

いつつ、企業価値並びに株主価値の拡大を着実に図っていきたい、と考えております。従いまして、今後とも当社グ

ループの企業理念を念頭に置きながら、食の安全性を十分に確保しつつ、飲食事業を通した店舗網の拡大を中心に事

業展開を進めてまいります。 

具体的には、以下の経営戦略を重視して取り組んでまいります。 

  

(1) 店舗戦略 

当社グループの収益源でもある、大衆割烹業態の「庄や」「やるき茶屋」「日本海庄や」の柱３業態につきまし

ては、今後とも進化、絶えざる革新を図り、常に業態としてのグレードアップを図ってまいります。 

また、出店戦略としては、引き続き主要都市の「駅前立地」を基本方針として、地方出店を強化してまいりま

す。現在のところ、全国47都道府県のうち42県での出店が完了しており、数年内には全県制覇できる見込みであり

ます。 

一方、既存店舗の収益向上策として、店舗改装は最も売上の増加や収益改善効果が期待できるため、今後に向け

てさらに強化してまいります。特に、老朽化した店舗につきましては、昨今のお客様の強いニーズである個室感や

高級感のある内装、あるいは落ち着いた、ゆったり感のある雰囲気などを重視し、新しい店舗設計に基づいたリニ

ューアルを行ってまいります。これにより、宴会や接待需要、あるいはファミリー向けとしても、より一層適した

店舗空間が提供できるものと考えております。 

さらに、立地環境やお客様ニーズに合わなくなった店舗業態については、他業態や新業態への業態転換を積極的

に進めてまいります。 

  

(2) 料理メニュー戦略 

 料理メニューづくりにつきましては、当社のこだわりの食材を使用し、当社の強みでもある一流調理人の技術

を最大限に活かし、お客様ニーズの変化に合わせて、絶えず斬新な料理メニューを提供してまいります。そして、

今後とも、お客様が驚き、心から喜んでいただける手づくりの割烹料理を提供してまいります。特に、旬の食材を

使った四季折々の「季節料理メニュー」をさらに強化して、日本料理のすばらしさをお客様に再認識していただき

たい、と考えております。 

また、ランチ営業においても、当社の特徴を十分に活かした質の高いメニュー内容にレベルアップを図り、他店

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

飲食事業 78,826 103.4 

卸売事業 4,979 90.9 

その他事業 4,023 107.1 

合計 87,829 102.8 



との差別化を明確にしてまいります。 

さらに、高齢化社会の進展や地域コミュニケーションの拡大などに伴い、需要の高まりが予想される各種祭事や

法慶事、あるいは家族イベントなどの飲食動機も満たすような「会席料理メニュー」などにも本格的に取組んでま

いります。 

その他、アルコール飲料等のドリンクメニューにつきましても、ビール、日本酒や焼酎、ワイン、カクテルな

ど、お客様の嗜好や最新ニーズにマッチした最適な品揃えに努めるとともに、当社ならではのオリジナル商材の開

発も行ってまいります。 

最近では、日本海・佐渡沖の海洋深層水を使った当社オリジナルのミネラルウォーターである、健康飲料水「佐

渡Ｃ－50」を開発し、店舗において主に水割り用飲料として販売しております。ミネラルを豊富に含んだ海洋深層

水を飲みやすいようにアルカリイオン化し、安定型ビタミンＣを加えた非常に健康に良いミネラルウォーターであ

り、お客様にも大変ご好評をいただいており、出荷数量もすでに月間13万本を超え、大きな収益商材に育っており

ます。 

  

(3) 営業サービス戦略 

営業サービス面では、店舗の雰囲気にマッチした最適なサービス応対に努め、さらなる質の向上を図りたいと考

えております。その一環として、宴会や接待需要の多い高級割烹業態「日本海庄や」などを中心に、接客サービス

能力に長けた「女将」の配置を拡大してまいります。 

また、最も重要となる店舗オペレーションを実践する人材面では、核となる有能な店長や調理長の確保及び早期

育成が不可欠であり、採用活動や教育研修内容のさらなる強化・充実を図ってまいります。特に、調理人の育成機

関である当社グループの「職業訓練校」の機能を高め、研修内容の充実や調理技術レベルの向上により、斬新なメ

ニュー開発や手づくり料理の提供を行っていきたいと考えております。 

さらに、販売促進策としては、イベント企画の充実にも取り組み、集客力の向上を図りたいと考えております。

特に、当社ならではの食材イベントを強化したいと考えております。例えば、最近実施しました「ブランド枝豆フ

ェア」「うなぎ祭り」「越後漬物紀行」など、郷土の食材を使用したイベントは好評であり、地方漁港と提携した

日替わりの「魚の小箱」の調達と同様に、仕入担当者が日本全国の産地に直接出向き、そうした食材を開拓して期

間限定の食材フェアとして定着させていきたい、と考えております。 

  

(4) 食材調達戦略 

食材調達につきましては、安全・安心な、旬で新鮮な食材を調達していくには、産地や生産者との直接的な関係

構築が不可欠であると考えております。従いまして、柱食材でもある生鮮魚介品や野菜については、全国の漁港や

農家等との提携関係を強化し、大量買付による安定的な物量の確保と安価な価格形成を実現したい、と考えており

ます。 

ちなみに、当社のこうした食材調達活動に対しまして、平成19年4月には、農林水産省主催の「第15回優良フード

サービス事業者」表彰式典において、「国産食材安定調達部門・農林水産大臣賞」を受賞いたしました。この賞

は、国産食材の利用促進に大きく貢献した企業を対象に表彰を行うものであります。当社は、店舗で使用する野菜

類のうち37品目について１年を通じて全国50ヶ所の契約産地との取引を行っていることや、生鮮魚介品についても

全国漁協とのネットワークを形成して新鮮な旬の魚介品を日々調達していることなど、「日本の台所」を果すとい

う企業理念に基づいて、トレーサビリティの明確な国産食材の積極的な利用に取り組んでいる点が評価されたもの

と考えております。 

当社は、公的にも社会的評価を受けていることを真摯に受け止め、今後とも国内生産者との提携関係を強化し、

安全・安心な国産食材の調達に努めてまいります。 

  



(5) 衛生管理体制 

相次ぐ食材事件により、消費者の食材に対する安全・安心意識がさらに高まっていることから、衛生管理体制に

ついては、さらなる強化と徹底した管理体制を構築していきたい、と考えております。その前提として、仕入担当

者自らが現地に出向き、トレーサビリティ(食材の生産履歴)を十分チェックした上で、品質の安全性確保に努め、

社会的責任を遂行してまいります。 

また、衛生管理機能を強化し、食材品質の安全性確保には最大限の注意を払い、十分な管理体制を維持してまい

ります。現在、当社の衛生管理機関である「食品衛生研究所」においては、厚生労働省や各保健所の基準に基づく

各種細菌検査を定期的に実施するとともに、入荷食材の品質検査、社内従業員への衛生指導を厳格に行っておりま

す。一方、新潟市の「総合科学新潟研究所」においては、農薬や添加物などの薬物検査を行うとともに、食材の安

全性についての分析・研究等を行っております。当社は、今後ともこうした２つの研究機関を中心に、衛生管理体

制を確保してまいります。 

  

(6) 内部統制の整備 

当社の内部統制システム構築の基本方針に基づき、コンプライアンス遵守体制やリスク管理体制など、内部統制

システムの実効性を確保すべく体制を整備してまいりました。今後ともその体制強化を図るとともに、金融商品取

引法の施行を踏まえ、財務報告に係わる内部統制の整備を更に進め、上場企業として適正な財務諸表を作成する体

制を確立し、マーケットへの信頼を高めることで企業価値の向上を実現したいと考えております。 

  

  



４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

記載内容のうち、将来に関する事項については、有価証券報告書提出日（平成19年11月30日現在）において当社グ

ループが判断したものであります。 

  

(1) 食中毒について 

外食事業にたずさわる当社グループにとって、最大のリスク要因は食中毒の発生と認識しており、入荷食材の品

質検査や従業員への衛生指導を行う「食品衛生研究所」、及び薬物検査や使用食材の安全性についての分析・研究

等を行う「総合化学新潟研究所」の２つの衛生管理機関を設置するなど、様々な衛生管理への対策を講じておりま

す。しかしながら万が一、不可抗力的な食中毒が発生した場合、社会的信用を失うことによる売上高の減少、損害

賠償による損失の発生、一定期間の営業停止や営業許可の取り消しなどにより、当社グループの経営成績および財

政状態に多大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

(2) 食材仕入について 

当社グループにおきましては、トレーサビリティ(生産履歴)の追求や産地仕入の拡大に努めるなど、食材の品質

管理を最重要課題として認識しております。昨今のＢＳＥ(狂牛病)問題や鳥インフルエンザの食肉問題につきまし

ては、当社グループの食材中心が生鮮魚介類であることから、影響は軽微でありましたが、万が一、生鮮魚介類に

おいて同様の問題が発生した場合、当社グループの経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

また、穀物や野菜などの農作物につきましては、天候不順などにより不作となった場合、原材料の調達難や仕入

価格の上昇により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(3) 子会社㈱アルスの食品工場について 

当社子会社である㈱アルスの食品工場では、ＨＡＣＣＰ(ハサップ：総合的衛生管理システム)に対応した厳格な

品質管理体制の基に、グループ店舗向けの加工食材等を製造しておりますが、万が一、当工場にて食品衛生に関す

る問題が生じた場合、当社グループの経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(4) システム障害について 

食材の受発注、店舗における売上日報管理、勤怠管理などの店舗管理システムの運営管理は、信頼できる外部業

者に委託しており、万全の体制を整えておりますが、万が一、災害、停電、ソフトウェアまたはハードウェアの欠

陥、コンピュータウイルスなど不測の事態によりシステム障害が発生した場合、食材調達、勤怠管理など店舗運営

に支障をきたすことにより、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(5) 外食業界の動向について 

当社グループが属する外食産業市場は成熟段階に入っており、想定以上の市場規模の縮小、企業間競争の激化が

発生した場合には、当社グループの経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。  

  

(6) 出店戦略について 

新規出店につきましては、立地条件や賃貸条件などを総合的に勘案して決定しているため、条件に合致する物件

が確保できない場合、計画通りの新規出店が進行せず、当社グループの経営成績および財政状態に影響を及ぼす可

能性があります。 

  



(7) 人材育成について 

当社は、人材育成については特に注力しておりますが、店舗拡大に伴った人材の育成が順調に進まない場合、当

社グループの経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(8) 首都圏への集中について 

当社グループでは、全国展開を目指し、首都圏以外への出店を拡大しておりますが、現状店舗数の７～８割は首

都圏に集中しており、関東地方での大規模な自然災害などにより営業を中断せざるを得ない状況が発生した場合、

当社グループの経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(9) 差入保証金・敷金について 

当社グループの飲食事業における店舗については、賃借による出店が中心であり、賃貸人に対し賃貸借契約を締

結する際、保証金および敷金の差入れを行っており、賃貸人は小口かつ分散されておりますが、破産などにより保

証金・敷金の回収が不能となった場合、当社グループの経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

(10) 社会保険適用基準の拡大について 

厚生労働省において検討されている社会保険適用基準が拡大した場合、多くの短時間労働者を雇用している当社

グループでは、社会保険料の増加により経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(11) ＦＣ(フランチャイズ)店舗について 

当社は、「庄や」「やるき茶屋」を主体にフランチャイズ加盟店との間で「大庄ファミリー契約」を締結し、フ

ランチャイズ展開を行っております（平成19年8月現在200店舗）。 

フランチャイズ店舗には、安全な食材の供給、衛生管理、経営指導を行うなど、親密な取引関係を維持しており

ますが、万が一、フランチャイズ店舗での食中毒等の不測の事故が発生した場合、当社の経営成績および財政状態

に影響を及ぼす可能性があります。 

  

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

特記すべき事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。また、この連結財務諸表の作成に当たって、必要と思われる見積りは、合理的な基準に基づいて行って

おります。なお、詳細につきましては、「第５［経理の状況］１．(１)［連結財務諸表］連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項」に記載しております。 

  

(2) 財政状態の分析 

 ①資産、負債及び純資産の分析 

(流動資産) 

当連結会計年度末における流動資産の残高は10,748百万円となり、前期に比較して1,212百万円増加となりまし

た。 

これは、利益剰余金の増加による現金及び預金の増加(前期比1,010百万円増)が主な要因となっております。 

(固定資産) 

当連結会計年度末における固定資産の残高は45,425百万円となり、前期に比較して766百万円減少となりました。

これは、減価償却が進んだため有形固定資産残高が減少したことが主な要因となっております。 

(流動負債) 

当連結会計年度末における流動負債の残高は15,847百万円となり、前期に比較して396百万円増加となりました。

(固定負債) 

当連結会計年度末における固定負債の残高は7,920百万円となり、前期に比較して964百万円減少となりました。 

これは、長期借入金の減少(前期比1,562百万円減)及び社債の増加(前期比590百万円増)が主な要因となっており

ます。 

(純資産) 

当連結会計年度末における純資産の残高は32,406百万円となり、前期に比較して1,013百万円増加となりました。

これは、当期純利益計上等による利益剰余金の増加1,013百万円が主な要因となっております。 

  



②キャッシュ・フローの分析 

第２［事業の状況］１［業績等の概要］(２)キャッシュ・フローの状況に記載しております。 

  

(3) 経営成績の分析 

当社グループの当連結会計年度の経営成績は、第２［事業の状況］１［業績等の概要］(１)業績に記載しており

ますが、その主な要因は次のとおりであります。 

(売上高) 

飲食事業での出店競争激化等の影響による既存店売上高の減少はありましたが、主として当年度41店舗の新規出

店の売上高寄与により、売上高は前期に比較して2,375百万円増加(前期比2.8％増)し、87,829百万円となりまし

た。 

(営業利益) 

売上原価率が大幅に低下したため、売上総利益が前期に比較して2,184百万円増加(前期比4.0％増)したこともあ

り、営業利益は前期に比較して637百万円増加(前期比21.6％増)し、3,588百万円となりました。 

(経常利益) 

営業外収益は、前期に比較して専売料収入が減少(前期比33百万円減)したこと等により、292百万円(前期比３百

万円減)となりました。 

営業外費用は、前期に比較して社債発行費が増加(前期比37百万円増)したこと等により、252百万円(前期比56百

万円増)となりました。 

以上の結果、経常利益は前期に比較して577百万円増加(前期比18.9％増)し、3,627百万円となりました。 

(当期純利益) 

当期純利益は、前期に比較して法人税等の増加はあったものの、経常利益の増加が大きく影響して前期に比較し

て235百万円増加(前期比19.7％増)し、1,433百万円となりました。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資については、全国展開による店舗網の拡充及び収益基盤の拡大を図るため、飲食事業を

中心に3,605百万円の設備投資を実施いたしました。 

  

(飲食事業) 

飲食事業におきましては、新たに41店舗(当社37店舗、㈱イズ・プランニング4店舗)を出店するとともに、既存店舗

の改装や新業態への変更を行い、この結果、3,480百万円の設備投資を実施いたしました。設備投資の内訳は、建物及

び構築物2,516百万円、機械装置及び車両運搬具53百万円、工具・器具及び備品911百万円であります。 

なお、重要な設備の除却または売却はありません。 

  

(卸売事業) 

卸売事業におきましては、48百万円の設備投資を実施いたしました。設備投資の主な内訳は、建物及び構築物28百

万円、工具・器具及び備品14百万円であります。 

なお、重要な設備の除却または売却はありません。 

  

(その他事業) 

その他事業におきましては、33百万円の設備投資を実施いたしました。設備投資の主な内訳は、建物及び構築物32

百万円であります。 

なお、重要な設備の除却または売却はありません。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

  

  

(2) 国内子会社 

  

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 賃借している土地の面積については〔 〕で外書きしております。年間の賃借料は109百万円であります。 

３ 上記の他、リース契約による主な賃貸設備は以下のものがあります。 

イ 提出会社 

  

  

  

  

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメント 
の名称 

設備の内容 
帳簿価額(百万円) 

従業員数
(名) 建物及び

構築物 
機械装置

及び運搬具 
工具器具
及び備品 

土地
(面積㎡) 合計 

日本海庄や大森店他 
(東京都品川区他) 
       (注)２ 

飲食事業 店舗設備 14,024 393 1,904
―

(―) 
〔11,086〕 

16,322 2,514

物流センター他 
(東京都品川区他) 卸売事業 食品加工 

設備 556 84 18
1,526

(1,143) 2,186 86

大庄池袋東口ビル他 
(東京都豊島区他) 

その他事業
(注)４ 

不動産 
賃貸設備 1,353 0 0

5,534
(7,821) 6,888 16

本社他 
(東京都品川区他) 

全社又は 
共通(注)５ 本社設備 137 2 351

89
(196) 580 134

会社名 事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメント 
の名称 

設備の内容 
帳簿価額(百万円) 

従業員数
(名) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

工具器具
及び備品 

土地
(面積㎡) 合計 

㈱イズ・プランニン
グ 
       (注)２ 

東京都 
品川区 飲食事業 店舗設備 1,445 61 193

92
(157) 
〔308〕 

1,793 288

㈱アルス  (注)２ 
神奈川県 
横浜市 
都筑区 

飲食事業 ホテル設備 56 1 6
―

(―) 
〔448〕 

64 130

米川水産㈱ 東京都 
中央区 卸売事業 食品加工 

設備 83 3 3
467

(1,221) 557 45

㈱アサヒビジネス 
プロデュース 

東京都 
港区 その他事業 不動産 

賃貸設備 238 0 0
191

(342) 429 12

㈱ディ・エス物流 
       (注)２ 

東京都 
品川区 その他事業 配送用車両 1 2 1

―
(―) 

〔2,274〕 
5 218

事業の種類別セグメントの名称 設備の内容
年間リース料 
 (百万円) 

飲食事業 厨房機器 7 

飲食事業 カラオケ機器 26 

飲食事業 POS及び関連機器 430 

全社又は共通 コンピュータ周辺機器 6 

全社又は共通 車両運搬具 6 



ロ 子会社 

  

４ 「その他事業」の「不動産賃貸設備」には東京都品川区所在の本社ビルを含めて表示しております。 

５ 「全社又は共通」の「本社設備」の「建物及び構築物」は主として本社ビル取得前の内装設備であります。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当社グループ（当社及び連結子会社）の設備投資計画については、連結会社各社が個別に策定しております。当連

結会計年度末現在における設備の新設、改装等に係る投資予定額は、折衝中の物件も含めグループ合計で3,150百万円

であります。 

重要な設備の新設、改装、除却等の計画は、以下のとおりであります。 

 (1) 新設 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 改装 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 除却 

重要な設備の除却はありません。 

  

会社名 事業の種類別セグメントの名称 設備の内容
年間リース料 
 (百万円) 

㈱イズ・プランニング 飲食事業 店舗設備等 48 

㈱アルス 飲食事業 ホテル設備等 121 

米川水産㈱ 卸売事業 配送用車両等 6 

㈱ディ・エス物流 その他事業 配送用車両等 109 

会社名 事業所名 
事業の種類別

セグメントの名称
設備の内容

投資予定額 
資金調達方法

総額
(百万円)

既支払額 
(百万円) 

㈱大庄 庄や貝塚店他計37店舗 飲食事業 店舗新設 1,927 ― 
自 己 資 金 
及び借入金 

㈱イズ・プランニ
ング 

浜の母や船堀店他６店
舗 

飲食事業 店舗新設 308 ― 
自 己 資 金 
及び借入金 

会社名 事業所名 
事業の種類別

セグメントの名称
設備の内容

投資予定額 
資金調達方法

総額
(百万円)

既支払額 
(百万円) 

㈱大庄 
やるき茶屋業平橋店他
計20店舗 

飲食事業 店舗改装 766 ― 
自 己 資 金
及び借入金 

㈱イズ・プランニン
グ 

佐吉阿佐ヶ谷店他計６
店舗 

飲食事業 店舗改装 149 ― 
自 己 資 金
及び借入金 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 40,000,000 

計 40,000,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年８月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年11月30日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 21,198,962 21,198,962
東京証券取引所
(市場第一部) 

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式 

計 21,198,962 21,198,962 ― ― 



  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) 株式会社榮太郎との合併 

  

(5) 【所有者別状況】 

平成19年８月31日現在 

(注) １ 自己株式194,694株は、「個人その他」に1,946単元、「単元未満株式の状況」に94株含まれております。なお、自己株式

194,694株は期末日現在の実質的な所有数であります。 

２ 上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が328単元含まれております。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成15年３月10日(注)  4,831,363 21,198,962 3,361 8,626 3,501 9,908 

合併比率 株式会社榮太郎の普通株式１株に対し、株式会社大庄の普通株式0.6株

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株) 

単元未満
株式の状況

(株) 
政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 
金融商品取
引業者 

その他の
法人 

外国法人等 
個人
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数 
(人) 

― 48 23 210 63 1 15,841 16,186 ―

所有株式数 
(単元) 

― 26,588 380 54,702 10,415 1 119,835 211,921 6,862

所有株式数 
の割合(％) 

― 12.55 0.18 25.81 4.91 0.00 56.55 100.00 ―



(6) 【大株主の状況】 

平成19年８月31日現在 

(注) 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 

   信託口                    309千株 

  

(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年８月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が32,800株(議決権328個)含まれておりま

す。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式94株が含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

平 辰 東京都大田区 5,507 25.98 

株式会社加ト吉 香川県観音寺市坂本町五丁目18番37号 2,815 13.28 

有限会社宇宙 東京都大田区大森北四丁目４番12-503号 1,014 4.78 

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
(常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行兜町証券決算業
務室) 

AIB  INTERNATIONAL  CENTRE  P.O.  BOX  518
IFSC DUBLIN IRELAND 
  
(東京都中央区日本橋兜町６番７号) 

505 2.38

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 470 2.22

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 429 2.03 

大庄従業員持株会 東京都品川区南大井六丁目28番12号 425 2.01 

アサヒビール株式会社 東京都中央区京橋三丁目７番１号 367 1.73 

サントリー株式会社 大阪府北区堂島浜二丁目１番40号 343 1.62 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 309 1.46 

計 ― 12,187 57.49 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 194,600 

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

20,997,500
209,975 同上 

単元未満株式 普通株式  6,862 ― 同上 

発行済株式総数 21,198,962 ― ― 

総株主の議決権 ― 209,975 ― 



② 【自己株式等】 

平成19年８月31日現在 

  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
株式会社 大庄 

東京都大田区大森北 
一丁目22番１号 

194,600 ― 194,600 0.92

計 ― 194,600 ― 194,600 0.92 



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

  
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

会社法第192条第１項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による取得 

 (注)当期間における取得自己株式には、平成19年11月１日から有価証券報告書の提出日までの単元未満株式の買取りによる株式数は

含めておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 (注)当期間における取得自己株式には、平成19年11月１日から有価証券報告書の提出日までの単元未満株式の買取りによる株式数は

含めておりません。 

【株式の種類等】 

会社法第155条第７号による普通株式の取得 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

当事業年度における取得自己株式 308 488,059 

当期間における取得自己株式 60 89,265 

区分 
当事業年度 当期間 

株式数(株) 
処分価額の総額

(円) 
株式数(株)

処分価額の総額 
(円) 

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式 

― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

― ― ― ― 

その他(単元未満株式の買増請求) 30 36,009 ― ― 

保有自己株式数 194,694 ― 194,754 ― 



３ 【配当政策】 

当社の利益配分につきましては、事業拡大に向けて内部留保の充実に努めるともに、株主の皆様に安定した配当を

継続していくことを基本方針としております。内部留保資金については、主として新規出店及び店舗改装の設備資金

に充当することにより、収益力向上を図りたいと考えております。 

従いまして、当社は、企業価値の向上を最重要課題に位置付け、将来の収益力拡大に応じて利益還元の増加を図っ

ていきたいと考えております。 

また、当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金の

配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。当期の１株当たりの配

当金につきましては、期末配当金を11円とし、中間配当金10円を加えて年21円(前期より１円増配)となりました。 

なお、当社は「取締役会の決議によって、毎年２月末日を基準日として中間配当をすることができる。」旨を定款

に定めております。 

なお、当事業年度における剰余金の配当は以下のとおりであります。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たりの配当額(円) 

平成19年４月11日 
取締役会決議 

210 10.00 

平成19年11月22日 
定時株主総会決議 

231 11.00 

回次 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期 

決算年月 平成15年８月 平成16年８月 平成17年８月 平成18年８月 平成19年８月 

最高(円) 1,100 1,360 1,416 2,050 1,718 

最低(円) 901 950 1,051 1,301 1,462 

月別 
平成19年 
３月 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高(円) 1,566 1,626 1,617 1,650 1,650 1,647 

最低(円) 1,498 1,525 1,572 1,600 1,621 1,505 



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(千株) 

代表取締役 
社長   平     辰 昭和15年１月４日生

昭和35年10月

昭和39年11月

昭和43年４月

昭和46年11月

  

  
昭和56年４月

  
昭和61年５月

  
平成８年８月

  
平成９年10月

平成11年６月

  

  
平成12年10月

㈱日立製作所入社 

㈱イーワン入社 
和食「朱鷺」を開店 

㈱朱鷺(平成元年９月、㈱大庄に

商号変更)設立、代表取締役社長

(現任) 
協同組合庄や和食グループ理事長

(現任) 
㈲用木を設立(平成17年11月当社

と合併) 
合弁会社㈱バナナリーフ設立、代

表取締役社長(現任) 
米川水産㈱代表取締役社長(現任) 

㈱エーエルエス代表取締役会長

(平成11年12月、㈱アルスに商号

変更、現任) 
㈱イズ・プランニング代表取締役

会長(現任) 

(注)３ 5,507

専務取締役 
店舗本部長
兼第四支社

長 
石 村 公 一 昭和30年11月18日生

昭和53年４月

昭和60年１月

平成元年９月

平成３年11月

平成８年９月

平成８年11月

平成11年９月

  

平成12年11月

  

平成13年11月

  

平成14年４月

  

平成19年３月

  

㈲大庄入社 
㈲大庄三多摩地区営業部長 

合併に伴い、当社営業本部長 
当社取締役営業本部長 

当社取締役店舗本部長 
当社常務取締役店舗本部長 

当社常務取締役店舗本部長兼新業

態第二店舗部長 

当社専務取締役店舗本部長兼新業

態第二店舗部長 

当社専務取締役店舗本部長兼第五

店舗部長 

当社専務取締役店舗本部長兼第四

店舗部長 

当社専務取締役店舗本部長兼第四

支社長(現任) 

(注)３ 46

常務取締役 第一支社長 林 田 泰 徳 昭和33年９月５日生

昭和52年４月

昭和57年１月

平成元年４月

平成９年11月

平成11年９月

  

平成13年11月

平成19年11月

㈱恵通商事入社 

当社入社 

当社関東南営業部長 

当社取締役関東南支社長 

当社取締役営業推進本部長兼関東

南支社長 

当社取締役第一支社長 

当社常務取締役第一支社長(現任) 

(注)３ 45

常務取締役 

管理本部長
兼コンプラ
イアンス統
括室長 

水 野 正 嗣 昭和27年12月29日生

昭和51年４月

  

平成13年７月

平成15年６月

平成17年11月

平成18年９月

平成18年11月

平成19年８月

  

平成19年11月

㈱三井銀行(現、㈱三井住友銀行)

入行 

同行川崎法人営業部長 

同行日本橋東法人営業部長 

同行出向、当社管理本部副本部長 

当社入社、管理本部副本部長 

当社取締役管理本部長 

当社取締役管理本部長兼コンプラ

イアンス統括室長 

当社常務取締役管理本部長兼コン

プライアンス統括室長(現任) 

(注)４ 1



  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(千株) 

取締役 
商品本部長
兼購買・物
流部長 

稲 葉 繁 寿 昭和22年２月11日生

昭和56年５月

昭和57年８月

平成元年４月

平成10年10月

平成11年11月

平成13年11月

平成19年３月

平成19年９月

平成19年11月

割烹味くらに入社 

当社入社 

当社関東東営業部長 

当社上席執行役員 

当社取締役関東東支社長 

当社取締役第二支社長 

当社取締役店舗本部付 

当社取締役商品本部副本部長 

当社取締役商品本部長兼購買・物

流部長(現任) 

(注)３ 29

取締役 第二支社長 平   了 寿 昭和41年１月17日生

平成３年４月

平成６年11月

平成９年９月

平成12年11月

平成13年11月

平成19年３月

サントリー㈱入社 

当社入社 
当社新業態店舗推進部長 

当社取締役新業態第一店舗部長 
当社取締役第三支社長 

当社取締役第二支社長(現任) 

(注)３ 67

取締役 第三支社長 新 井   哲 昭和41年９月10日生

昭和62年３月

平成元年９月

平成９年11月

平成11年９月

平成13年９月

平成14年11月

平成15年３月

  

平成17年10月

平成19年３月

㈱やる気茶屋入社 
合併に伴い、当社入社 

当社やるき茶屋第三店舗部次長 
当社やるき茶屋第三店舗部長 

当社第四支社長 
当社取締役第四支社長 

当社取締役第四支社長兼中部支社

副支社長 

当社取締役第四支社長 
当社取締役第三支社長(現任) 

(注)３ 6

取締役   西 重   進 昭和９年３月９日生

昭和37年４月

平成５年３月

  

平成６年３月

  

平成12年11月

サントリー㈱入社 

サントリー㈱常務取締役首都圏営

業本部長兼東京支社長 

サントリーフーズ㈱代表取締役社

長 

当社取締役(現任) 

(注)３ 1

取締役   木目田   裕 昭和42年９月26日生

平成５年４月

平成９年４月

平成14年７月

平成14年８月

平成17年４月

  

平成17年11月

検事任官 

東京地方検察庁特別捜査部 

検事退官 

西村あさひ法律事務所入所(現任) 

桐蔭横浜大学大学院法務研究科客

員教授就任(現任) 

当社取締役(現任) 

(注)３ ―

常勤監査役   衛 藤 昌 平 昭和22年５月６日生

昭和45年４月

  

平成11年５月

平成19年７月

平成19年11月

㈱日本興業銀行(現、㈱みずほコ

ーポレート銀行)入行 

イセ食品㈱専務取締役 

当社嘱託 

当社監査役(現任) 

(注)５ 2

監査役   中 條 高 德 昭和２年５月３日生

昭和27年４月

  

昭和63年２月

平成２年９月

  

平成５年11月

平成10年３月

朝日麦酒㈱(現、アサヒビール㈱)

入社 

アサヒビール㈱代表取締役副社長 

アサヒビール飲料㈱代表取締役会

長 

当社監査役(現任) 

アサヒビール㈱名誉顧問(現任) 

(注)５ 30

監査役   吉 田 栄 二 昭和18年３月20日生

昭和37年１月

平成15年３月

  

平成16年11月

アサヒビール㈱入社 

東日本アサヒ生ビールサービス㈱

常務取締役 

当社監査役(現任) 

(注)５ ―



  

 

(注) １ 取締役西重進及び木目田裕は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 監査役中條高徳、吉田栄二及び長岡勝美は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 任期は平成19年８月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年８月期に係る定時株主総会終結の時までであります。 

４ 任期は平成18年８月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年８月期に係る定時株主総会終結の時までであります。 

５ 任期は平成19年８月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年８月期に係る定時株主総会終結の時までであります。 

６ 任期は平成17年８月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年８月期に係る定時株主総会終結の時までであります。 

７ 取締役平了寿は、代表取締役社長平辰の長男であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(千株) 

監査役   長 岡 勝 美 昭和32年６月７日生

昭和61年10月

  

平成２年８月

平成11年４月

平成15年７月

  

平成16年１月

  

平成17年11月

太田昭和監査法人(現新日本監査

法人)入所 

公認会計士として独立 

城西大学非常勤講師 

税理士法人長岡会計設立 代表社

員就任(現任) 

㈲ウィズ・ユー設立 代表取締役

(現任) 

当社監査役(現任) 

(注)６ ―

計 5,738



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社では、全てのステークホルダーから支持・信頼されるためには、経営の透明性を高め、経営の執行と監督を

明確に分離し、公正かつ迅速な意思決定体制を確立することが最も重要であると考えております。 

また、取締役および従業員を対象とした行動規範としての「コンプライアンス（法令遵守）規程」を定め、これ

を率先して遵守することにより、企業価値の向上と社会的責任の遂行に努めております。同時に、その重要性を全

従業員に徹底指導・教育するとともに、企業倫理に基づく事業活動を行うことにより、コンプライアンス体制の構

築に努めております。 

  

(1) 会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況等 

①会社の機関の基本説明 

当社は、取締役・監査役制度を軸としたコーポレート・ガバナンスの充実を図っております。現体制は、取締

役９名(うち社外取締役２名)、監査役４名(うち社外監査役３名)となっております。なお、当社は、定款で取締

役は15名以内とすると定めております。また、当社は、株主総会における取締役の選任決議について、議決権を

行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨

を定款に定めております。 

  

②会社の機関・内部統制の模式図 

  

 

  

  

③会社の機関の内容および内部統制システムの整備状況 

当社の取締役会については、取締役会規程並びに取締役会付議規程の定めに従い、原則として毎月１回の定時

取締役会を開催し、業績の状況確認および対策等の協議、検討を行う他、重要な事項に関しましては、その都度

臨時取締役会を開催し、スピーディに対応しております。運営に当たっては、経営上の重要な事項については、

その分野の専門家等にアドバイスを求め、法令・定款違反行為の未然防止に努めております。 



社内のコンプライアンスを統括する専門機関としては、コンプライアンス統括室を設置しており、コンプライ

アンスの社内徹底、教育研修等の取組み状況を監査し、維持向上を図るとともに、その結果を取締役並びに監査

役に適宜報告してコンプライアンス体制の充実に努めております。また、当室が主管部署となり、経営幹部によ

る「コンプライアンス委員会」を定期的に開催しており、社内のコンプライアンス遵守体制の整備状況をチェッ

クしております。 

さらに、全従業員がコンプライアンス規程に従い、自主的に積極的な行動ができるように「コンプライアンス

行動規範」を制定しており、所属長を通しての周知徹底を図っております。内容的には、行動規範項目とその指

針・目的並びに具体的な行動基準等を記載しており、その徹底状況をコンプライアンス委員会でも確認しており

ます。 

一方、法令・定款違反行為やコンプライアンスに関する社内通報体制として、第三者機関を直接の情報受理者

とする「内部通報制度」を構築しており、早期に問題点の対応を図るよう努めております。また、運営に当たっ

ては、情報提供者の保護を十分配慮した内部通報規程を定め、厳正に実施しております。 

  

④内部監査および監査役監査の状況 

当社は、内部統制システムを確立するため内部監査部(６名)を設置しており、グループ全体の内部統制の整備

および運用状況の確認を行う他、社内全般の業務監査や店舗監査の実地並びに代表取締役への報告などを行って

おります。 

内部監査体制の状況につきましては、監査役会では、常勤監査役を中心に監査方針、監査計画等に基づき取締

役会や月次経営会議に出席し、経営の監視を行う他、部門別に業務執行状況の監査を行っております。また、取

締役の職務執行については、監査役会規程の定めにより経営執行に対する監督強化に努めております。さらに、

監査役会は、代表取締役や内部監査部と定期的に意見および情報の交換を行って適切な報告体制の維持を図り、

監査の実効性を高めております。また、会計監査人に対しては、年間監査計画の策定および実施において、適正

な監査が行われているかを監視・検証するとともに、適時連携を取りながら職務執行状況についての報告を受

け、監査上必要な意見交換を行っております。 

  

⑤会計監査の状況 

会計監査人につきましては、新日本監査法人を選任し、中間決算および年度決算を中心に会計監査を受けてお

ります。また、社外弁護士等には随時、法律的課題およびコンプライアンスに関する重要事項等に関するアドバ

イスを受けております。 

会社法および旧証券取引法上の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名および所属する監査法人名は、以下

のとおりであります。 



  

(注) １ 同監査法人は、公認会計士法上の規制開始および日本公認会計士協会の自主規制実施に先立ち自主的に業務執行社員の交

替制度を導入しております。 

２ 継続監査年数につきましては、いずれも７年以内であるため、記載を省略しております。 
  

また、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士６名、会計士補11名をもって構成されております。 

  

⑥社外取締役および社外監査役との関係 

当社の社外取締役の西重進、木目田裕および社外監査役の中條高徳、吉田栄二、長岡勝美は、外部の有識経験

者であり、当社との人的関係、資本的関係、取引関係その他利害関係はありません。 

  

(2) リスク管理体制の整備状況 

リスク管理体制の基本として、リスク管理規程およびそれに付随する規程、マニュアル等の定めに沿った体制を

構築し、内在する個々のリスクについては管理責任者を任命し、適切な施策を実施して発生の未然防止を図ってお

ります。また、各部門の担当取締役は、リスクマネジメント状況を監督し、適切な指導・改善を図っております。

さらには、経営幹部による「リスク管理委員会」を設置しており、定期的に開催して潜在リスクの洗い出し、分

析、整理を行うとともに、リスクの事前予防策、対応策の検討などを行っております。 

一方、衛生管理体制につきましては、食品衛生研究所において厚生労働省や各保健所の基準に基づく各種細菌検

査を定期的に実施するとともに、入荷食材の品質検査、社内従業員への衛生教育・指導を厳格に行っております。 

  

(3) 役員報酬および監査報酬の内容 

当期における、取締役および監査役に対する役員報酬ならびに監査報酬等は、以下のとおりであります。 

取締役および監査役に支払った報酬等の額 

(注) １ 上記のほか、使用人兼務取締役に対する使用人給与相当額23百万円を支給しております。 

２ 平成３年11月27日開催の定時株主総会において、取締役報酬限度額は年額360百万円、監査役報酬限度額は年額36百万円

と決議されております。 

３ 上記のほか、平成18年11月22日の定時株主総会決議に基づき、役員退職慰労金(取締役１名 63百万円)を支給しておりま

す。 

４ 上記のほか、退任した取締役１名に支給した報酬は６百万円であります。 

  

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名 

指定社員 
業務執行社員 

氏原 修一 

新日本監査法人園 マリ 

中島 康晴 

区分 支払人員 当期支払額 

取締役 10名 162百万円 

監査役 4名 14百万円 

計 14名 177百万円 



当社が支払うべき監査報酬等の内容および金額 

  

(4) 社外取締役および社外監査役との責任限定契約の内容の概要 

 当社と社外取締役および社外監査役は、会社法第427条第２項の規定に基づく責任限定契約を締結しておりま

す。その概要は、会社法第423条第２項の責任につき、善意でかつ重大な過失がないときは、あらかじめ定める金額

または法令が定める額のいずれか高い額を限度として責任を負担する、とした内容であります。 

  

(5) 株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項 

①自己株式取得の決定機関 

 当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって自己株式を取得することができる旨定款

に定めております。これは、機動的な資本政策を遂行できるようにするためであります。 

②中間配当 

 当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年２月末日を基準日として中間配当を

することができる旨定款に定めております。 

  

(6) 株主総会の特別決議要件 

 当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

とするものであります。 

  

内容 金額 

公認会計士法第２条第１項の業務(監査証明業務)に係る報酬等の金額 20百万円 

上記以外の報酬等の金額 ― 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  前連結会計年度(平成17年９月１日から平成18年８月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連結

会計年度(平成18年９月１日から平成19年８月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成しておりま

す。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  前事業年度(平成17年９月１日から平成18年８月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度(平

成18年９月１日から平成19年８月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、前連結会計年度(平成17年９月１日から平成18年８月31日まで)及び前事業年度(平成17年９月１日から平成

18年８月31日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、当連結会計年度(平成18年９月１日から平成19年８月31

日まで)及び当事業年度(平成18年９月１日から平成19年８月31日まで)は旧証券取引法第193条の２の規定に基づき連

結財務諸表及び財務諸表について、新日本監査法人の監査を受けております。 

  

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度

(平成18年８月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年８月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金 ※２   5,533     6,544   

２ 売掛金     1,779     1,969   

３ たな卸資産     822     801   

４ 繰延税金資産     281     366   

５ その他     1,261     1,295   

  貸倒引当金     △142     △229   

流動資産合計     9,536 17.1   10,748 19.1 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産               

(1) 建物及び構築物 ※２ 34,307     36,161     

減価償却累計額   15,668 18,368   18,275 17,885   

(2) 機械装置及び運搬具   2,425     2,393     

減価償却累計額   1,770 654   1,848 545   

(3) 工具・器具及び備品   6,104     6,861     

減価償却累計額   3,665 2,439   4,394 2,466   

(4) 土地 ※2,3   7,901     7,895   

有形固定資産合計     29,364 52.7   28,793 51.3 

２ 無形固定資産               

(1) 借地権     913     913   

(2) その他     149     157   

無形固定資産合計     1,062 1.9   1,070 1.9 

３ 投資その他の資産               

(1) 投資有価証券 ※１   170     152   

(2) 出資金     6     6   

(3) 長期貸付金     409     145   

(4) 差入保証金     10,075     9,776   

(5) 敷金     4,177     4,662   

(6) 繰延税金資産     663     529   

(7) その他     408     366   

  貸倒引当金     △147     △77   

投資その他の資産合計     15,765 28.3   15,561 27.7 

固定資産合計     46,192 82.9   45,425 80.9 

資産合計     55,728 100.0   56,174 100.0 

      



  

  

  
前連結会計年度

(平成18年８月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年８月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 買掛金     2,711     2,853   

２ 短期借入金     6,306     3,343   

３ 一年以内返済予定 
長期借入金 

※２   2,299 3,142  

４ 一年以内償還予定 
社債 

  20 1,410  

５ 未払金     2,360     2,707   

６ 未払法人税等     708     1,131   

７ 未払消費税等     284     425   

８ 賞与引当金     179     195   

９ 株主優待引当金     ―     74   

10 その他     581     562   

流動負債合計     15,450 27.7   15,847 28.2 

Ⅱ 固定負債               

１ 社債     1,410     2,000   

２ 長期借入金 ※２   5,562     4,000   

３ 退職給付引当金     626     692   

４ 役員退職慰労引当金     486     499   

５ 受入保証金     781     717   

６ その他     17     10   

固定負債合計     8,885 16.0   7,920 14.1 

負債合計     24,336 43.7   23,767 42.3 

(純資産の部)             

Ⅰ 株主資本             

１ 資本金   8,626 15.4   8,626 15.4 

２ 資本剰余金   9,908 17.8   9,908 17.6 

３ 利益剰余金   13,363 24.0   14,376 25.6 

４ 自己株式   △233 △0.4   △235 △0.4 

株主資本合計   31,664 56.8   32,675 58.2 

Ⅱ 評価・換算差額等             

１ その他有価証券評価 
  差額金 

  58 0.1   49 0.1 

２ 土地再評価差額金 ※３   △436 △0.8   △436 △0.8 

評価・換算差額等合計   △378 △0.7   △387 △0.7 

Ⅲ 少数株主持分   106 0.2   118 0.2 

純資産合計   31,392 56.3   32,406 57.7 

負債純資産合計   55,728 100.0   56,174 100.0 

       



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年９月１日 
至 平成19年８月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     85,454 100.0   87,829 100.0 

Ⅱ 売上原価     31,038 36.3   31,229 35.6 

売上総利益     54,415 63.7   56,600 64.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

１ 広告宣伝費   313     263     

２ 運搬費   137     121     

３ 貸倒引当金繰入額   48     89     

４ 貸倒損失   0     8     

５ 役員報酬   255     264     

６ 従業員給料手当   23,283     24,019     

７ 賞与   222     195     

８ 賞与引当金繰入額   158     215     

９ 退職給付費用   174     133     

10 役員退職慰労 
引当金繰入額 

41 31    

11 法定福利費   1,808     1,909     

12 福利厚生費   192     189     

13 減価償却費   3,465     3,732     

14 水道光熱費   3,854     4,039     

15 租税公課   605     599     

16 地代家賃   8,342     8,767     

17 株主優待引当金繰入額   ―     74     

18 その他   8,560 51,465 60.2 8,356 53,012 60.3 

営業利益     2,950 3.5   3,588 4.1 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   6     9     

２ 受取配当金   2     2     

３ 専売料収入   214     181     

４ その他   72 295 0.3 98 292 0.3 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   134     156     

２ 貸倒引当金繰入額   12     2     

３ 社債発行費   ―     37     

４ その他   48 196 0.2 56 252 0.3 

経常利益     3,050 3.6   3,627 4.1 



  

  

  
前連結会計年度

(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年９月１日 
至 平成19年８月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益               

１ 固定資産売却益 ※１ 0     0     

２ 投資有価証券売却益   4     ―     

３ 貸倒引当金戻入益 

４ 役員退職慰労引当金 
 戻入益 

５ 償却債権取立益 

  

  

  

15 

4 

6 

  

  

  

  

  

  

8 

― 

― 

    

６ 収用補償金   ―     55     

７ 前期損益修正益 ※２ ―     47     

８ その他   ― 30 0.0 0 112 0.1 

Ⅶ 特別損失               

１ 固定資産売却損 ※３ 0     8     

２ 固定資産除却損 ※４ 396     434     

３ 減損損失 ※６ 203     81     

４ 役員退職慰労引当金 
繰入額 

9 14    

５ 店舗関係整理損 ※５ 52     83     

６ 貸倒損失   2     ―     

７ その他   39 704 0.8 35 658 0.7 

税金等調整前 
当期純利益 

  2,375 2.8 3,081 3.5

法人税、住民税 
及び事業税 

1,227 1,579    

法人税等調整額   △66 1,160 1.4 55 1,635 1.9 

少数株主利益     17 0.0   13 0.0 

当期純利益     1,197 1.4   1,433 1.6 

       



③ 【連結株主資本等変動計算書】 

前連結会計年度(自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年８月31日残高(百万円) 8,626 9,908 12,585 △232 30,888 

連結会計年度中の変動額           

 剰余金の配当     △420   △420 

 当期純利益     1,197   1,197 

 自己株式の取得       △0 △0 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)           

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) ― ― 777 △0 776 

平成18年８月31日残高(百万円) 8,626 9,908 13,363 △233 31,664 

  

評価・換算差額等 
少数株主
持分 純資産合計 その他 

有価証券 
評価差額金 

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成17年８月31日残高(百万円) 46 △436 △390 89 30,587 

連結会計年度中の変動額           

 剰余金の配当         △420 

 当期純利益         1,197 

 自己株式の取得         △0 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額) 11 ― 11 16 28 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) 11 ― 11 16 805 

平成18年８月31日残高(百万円) 58 △436 △378 106 31,392 



当連結会計年度(自 平成18年９月１日 至 平成19年８月31日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年８月31日残高(百万円) 8,626 9,908 13,363 △233 31,664 

連結会計年度中の変動額           

 剰余金の配当     △420   △420 

 当期純利益     1,433   1,433 

 自己株式の取得       △1 △1 

 自己株式の処分   0   0 0 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)           

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) ― 0 1,013 △1 1,011 

平成19年８月31日残高(百万円) 8,626 9,908 14,376 △235 32,675 

  

評価・換算差額等 
少数株主
持分 純資産合計 その他 

有価証券 
評価差額金 

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年８月31日残高(百万円) 58 △436 △378 106 31,392 

連結会計年度中の変動額           

 剰余金の配当         △420 

 当期純利益         1,433 

 自己株式の取得         △1 

 自己株式の処分         0 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額) △9 ― △9 12 2 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) △9 ― △9 12 1,013 

平成19年８月31日残高(百万円) 49 △436 △387 118 32,406 



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前連結会計年度

(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年９月１日 
至 平成19年８月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

１ 税金等調整前当期純利益   2,375 3,081 

２ 減価償却費   3,443 3,691 

３ 減損損失    203 81 

４ 貸倒引当金の増減額   19 17 

５ 退職給付引当金の増減額   105 66 

６ 役員退職慰労引当金の増減額   △6 12 

７ 受取利息及び受取配当金   △8 △12 

８ 支払利息   134 156 

９ 固定資産除却損   396 434 

10 投資有価証券売却損益   △4 ― 

11 収用補償金   ― △55 

12 売上債権の増減額   △112 △190 

13 たな卸資産の増減額   △78 21 

14 仕入債務の増減額   113 141 

15 未払消費税等の増減額   △12 141 

16 その他   527 326 

小計   7,098 7,915 

17 利息及び配当金の受取額   8 11 

18 利息の支払額   △136 △154 

19 法人税等の支払額   △1,243 △1,155 

20 収用による補償金受取額   ― 55 

営業活動によるキャッシュ・フロー   5,727 6,673 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

１ 定期預金の預入れによる支出   △418 △16 

２ 定期預金の払戻しによる収入   454 ― 

３ 有形固定資産の取得による支出   △6,306 △3,302 

４ 有形固定資産の売却による収入   2 16 

５ 貸付けによる支出   △129 △21 

６ 貸付金の回収による収入   150 230 

７ 敷金・保証金の差入れによる支出   △648 △449 

８ 敷金・保証金の返還による収入   669 157 

９ その他   △149 △166 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △6,374 △3,553 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

１ 短期借入れによる収入   4,849 ― 

２ 短期借入金の返済による支出   △3,394 ― 

３ 短期借入金の純増減額   ― △2,963 

４ 長期借入れによる収入   2,223 2,160 

５ 長期借入金の返済による支出   △2,541 △2,879 

６ 社債発行による収入   ― 2,000 

７ 社債の償還による支出   △20 △20 

８ 自己株式の取得による支出   △0 △0 

９ 自己株式の売却による収入   ― 0 

10 配当金の支払額   △422 △422 

11 少数株主への配当金の支払額   △0 △0 

財務活動によるキャッシュ・フロー   692 △2,126 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額   45 993 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   5,448 5,493 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高   5,493 6,487 
   



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年９月１日 
至 平成19年８月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社数       ５社 

㈱イズ・プランニング 

米川水産㈱ 

㈱ディ・エス物流 

㈱アサヒビジネスプロデュース 

㈱アルス 

 連結子会社であった㈲グラマ

ー・フィッシュは、平成17年11月

に当社に吸収合併したため連結の

範囲から除外しております。な

お、合併日までの損益計算書及び

キャッシュ・フロー計算書は連結

しております。 

(2)非連結子会社数      １社 

㈱バナナリーフ 

 非連結子会社は小規模会社であ

り、総資産、売上高、当期純損益

(持分に見合う額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)等は、いずれも

連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないため連結の範囲から除

外しております。 

(1)連結子会社数       ５社 

㈱イズ・プランニング 

米川水産㈱ 

㈱ディ・エス物流 

㈱アサヒビジネスプロデュース 

㈱アルス 

  

  

  

  

  

  

  

(2)非連結子会社数      １社 

㈱バナナリーフ 

 非連結子会社は小規模会社であ

り、総資産、売上高、当期純損益

(持分に見合う額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)等は、いずれも

連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないため連結の範囲から除

外しております。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

(1)持分法適用の非連結子会社及び関

連会社数           １社 

㈱エム・アイ・プランニング 

 当連結会計年度に株式を追加取

得したことにより持分法適用関連

会社としております。 

(2)持分法を適用していない非連結子

会社及び関連会社数      １社 

㈱バナナリーフ 

 当期純損益(持分に見合う額)及

び利益剰余金(持分に見合う額)等

からみて、持分法の対象から除い

ても連結財務諸表に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても重

要性がないため持分法の適用範囲

から除外しております。 

(1)持分法適用の非連結子会社及び関

連会社数           １社 

㈱エム・アイ・プランニング 

  

  

  

(2)持分法を適用していない非連結子

会社及び関連会社数      １社 

㈱バナナリーフ 

 当期純損益(持分に見合う額)及

び利益剰余金(持分に見合う額)等

からみて、持分法の対象から除い

ても連結財務諸表に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても重

要性がないため持分法の適用範囲

から除外しております。 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の決算日は、連結決算日

と一致しております。 

同左 



  

  
  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年９月１日 
至 平成19年８月31日) 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法 

  

  

① 有価証券 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定) 

  

  

① 有価証券 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

同左 

    時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

  時価のないもの 

同左 

  ② たな卸資産 

 商品 

  冷凍食品 

   主として、総平均法による原価

法 

  冷凍食品以外の商品 

   最終仕入原価法による原価法 

 製品 

  総平均法による原価法 

 原材料及び貯蔵品 

  最終仕入原価法による原価法 

② たな卸資産 

 商品 

  冷凍食品 

同左 

  

  冷凍食品以外の商品 

同左 

 製品 

同左 

 原材料及び貯蔵品 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

① 有形固定資産 

  ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備を除く)に

ついては、定額法によっておりま

す。 

  なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

物流センター及び
食品工場の資産 

……定額法 

物流センター及び
食品工場以外の資産

……定率法 

建物 ７年～65年

工具・器具及び備品 ２年～20年

① 有形固定資産 

同左 

  

  ただし、ソフトウェア(自社利用

分)については、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法を採

用しております。 

② 無形固定資産 ……定額法 ② 無形固定資産 

同左 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年９月１日 
至 平成19年８月31日) 

 (3) 重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

による計算額を、貸倒懸念債権等特

定の債権については、個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

  従業員に対する賞与の支給に備え

るため、支給見込額に基づき計上し

ております。 

② 賞与引当金 

同左 

  ③        ―――――― ③ 株主優待引当金 

  将来の株主優待制度の利用による

費用の発生に備えるため、株主優待利

用実績に基づいて、当連結会計年度末

の翌日以降に発生すると見込まれる額

を計上しております。 

  ④ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務の見込額に基づき計上しており

ます。 

  なお、数理計算上の差異について

は、発生した連結会計年度に一括し

て費用処理しております。 

④ 退職給付引当金 

同左 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

同左 

   

 (4) 重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

 (5) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税及び地方消費税の処理方法 

 税抜方式により処理しております。 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。 

同左 

６ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

 のれん及び負ののれんについては、

発生年度より５年で均等償却(僅少な

ものは発生年度に償却)しておりま

す。 

同左 

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日か

ら３ヶ月以内に満期日の到来する、流

動性が高く、容易に換金可能であり、

かつ、価値変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資からなって

おります。 

同左 



  
(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更) 

  

  

(表示方法の変更) 

  

  

(追加情報) 
  

前連結会計年度
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年９月１日 
至 平成19年８月31日) 

（連結貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等） 

  当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17

年12月９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日)を適用しております。 

  従来の「資本の部」の合計に相当する金額は31,286

百万円であります。 

 なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計

年度における「連結貸借対照表」の「純資産の部」に

ついては、改正後の連結財務諸表規則により作成して

おります。 

          ―――――― 

          ―――――― （固定資産の減価償却の方法） 

  平成19年度の法人税法の改正(「所得税法等の一部を

改正する法律 法律第６号」及び「法人税法施行令の

一部を改正する政令 政令第83号」)に伴い、平成19年

４月１日以降に取得したものについては、改正後の法

人税法に基づく方法に変更しております。 

  なお、この変更に伴う当連結会計年度の損益に与え

る影響は軽微であります。 

前連結会計年度
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年９月１日 
至 平成19年８月31日) 

          ―――――― 

  

  

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

 財務活動によるキャッシュ・フローのうち「短期借

入れによる収入」(当連結会計年度1,941百万円)、「短

期借入金の返済による支出」(同△4,904百万円)につい

ては、当連結会計年度より「短期借入金の純増減額」

に集約して表示しております。 

前連結会計年度
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年９月１日 
至 平成19年８月31日) 

          ―――――― 

  

  

 株主優待費は、従来、株主優待券の利用時に販売費

及び一般管理費として処理しておりましたが、株主数

の増加に伴い株主優待制度の利用が増加したこと及び

利用実績率の把握が可能になったことから当連結会計

年度より連結会計年度末の翌日以降に発生すると見込

まれる株主優待費の額を株主優待引当金として計上す

ることといたしました。 

 この結果、従来の方法によった場合と比較して営業

利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益の額は74

百万円少なく計上されております。 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成18年８月31日) 

当連結会計年度
(平成19年８月31日) 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

投資有価証券(株式) 0百万円

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

投資有価証券(株式) 0百万円

※２ 担保資産 

  (1) 担保に供している資産 

  (2) 上記に対応する債務 

  (3) 佐渡水産物地方卸売市場に対する買付保証とし

て定期預金６百万円に質権が設定されておりま

す。        

建物 127百万円

土地 191百万円

合計 318百万円

   

一年以内返済予定長期借入金 16百万円

長期借入金 79百万円

合計 95百万円

※２ 担保資産 

  (1) 担保に供している資産 

  (2) 上記に対応する債務 

  (3) 佐渡水産物地方卸売市場に対する買付保証とし

て定期預金６百万円に質権が設定されておりま

す。   

建物 121百万円

土地 191百万円

合計 312百万円

   

一年以内返済予定長期借入金 16百万円

長期借入金 63百万円

合計 79百万円

※３ 土地再評価法 

 旧㈱榮太郎(平成15年３月10日合併)が所有してい

た土地については、「土地の再評価に関する法律」

(平成10年３月31日公布法律第34号)及び「土地の再

評価に関する法律の一部を改正する法律(平成13年

３月31日公布法律第19号)に基づき、事業用土地の

再評価を行っております。 

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月

31日公布政令第119号)第２条第３号に定める地方税

法第941条第10号の土地課税台帳に登録されている

価格に合理的な調整を行って算出しております。 

再評価を行った年月日 平成14年３月31日 

再評価を行った土地の期
末における時価と再評価
後の帳簿価額との差額 

△81百万円 

※３ 土地再評価法 

 旧㈱榮太郎(平成15年３月10日合併)が所有してい

た土地については、「土地の再評価に関する法律」

(平成10年３月31日公布法律第34号)及び「土地の再

評価に関する法律の一部を改正する法律(平成13年

３月31日公布法律第19号)に基づき、事業用土地の

再評価を行っております。 

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月

31日公布政令第119号)第２条第３号に定める地方税

法第941条第10号の土地課税台帳に登録されている

価格に合理的な調整を行って算出しております。 

再評価を行った年月日 平成14年３月31日 

再評価を行った土地の期
末における時価と再評価
後の帳簿価額との差額 

△81百万円 



(連結損益計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年９月１日 
至 平成19年８月31日) 

※１ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。 

建物及び構築物 0百万円

※１ 固定資産売却益は、店舗資産(１件)を譲渡したこ

とに伴うものであります。 

  

※２         ―――――― ※２ 前期損益修正益は、過年度に償却した差入保証金

等の訂正益であります。 

※３ 固定資産売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

機械装置及び運搬具 0百万円

※３ 固定資産売却損は、病院食用設備(２件)を売却し

たことに伴うものであります。 

  

※４ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

建物及び構築物 240百万円

機械装置及び運搬具 14百万円

工具・器具及び備品 34百万円

その他 108百万円

合計 396百万円

※４ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

建物及び構築物 340百万円

機械装置及び運搬具 11百万円

工具・器具及び備品 24百万円

その他 58百万円

合計 434百万円

※５ 店舗関係整理損の主なものは、ジョン万次郎大宮

店閉店等に伴うものであります。 

※５ 店舗関係整理損の主なものは、庄や広島堀川店他

閉店等に伴うものであります。 

※６ 当連結会計年度において当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しました。 

  

  

 当社グループはキャッシュ・フローを生み出す最

小単位として、主として店舗を基本単位としてグル

ーピングしております。 

 営業活動から生ずる損益が継続してマイナスであ

る資産グループ及び土地等の時価の下落の著しい資

産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失(203百万円)として特別損失

に計上しております。 

 回収可能価額は固定資産の使用価値または正味売

却価額を適用しております。 

   なお、使用価値については将来キャッシュ・フロ

ーを3.5％で割り引いて算定しております。また、

正味売却価額については不動産鑑定基準に基づく鑑

定評価額または路線価方式による相続税評価額を使

用しております。 

場所 用途 種類 減損損失 

東京都他 店舗資産 建物及び構築物 181百万円

(計６件)   その他 22百万円

合計     203百万円

※６ 当連結会計年度において当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しました。 

  

 当社グループはキャッシュ・フローを生み出す最

小単位として、主として店舗を基本単位としてグル

ーピングしております。 

 営業活動から生ずる損益が継続してマイナスであ

る資産グループ及び土地等の時価の下落の著しい資

産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失(81百万円)として特別損失に

計上しております。 

 回収可能価額は固定資産の使用価値または正味売

却価額を適用しております。 

   なお、使用価値については将来キャッシュ・フロ

ーを3.5％で割り引いて算定しております。また、

正味売却価額については不動産鑑定基準に基づく鑑

定評価額または路線価方式による相続税評価額を使

用しております。  

  

場所 用途 種類 減損損失 

東京都他 店舗資産 建物及び構築物 64百万円

(計３件)   その他 11百万円

千葉県 遊休 土地 5百万円

合計     81百万円

    



(連結株主資本等変動計算書関係) 

  前連結会計年度(自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日) 

  

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）自己株式の増加は単元未満株式の買取りによるものであります。 

２ 配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

  

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

  前連結会計年度末 

株式数(株) 

当連結会計年度 

増加株式数(株) 

当連結会計年度 

減少株式数(株) 

当連結会計年度末 

株式数(株) 

発行済株式 

 普通株式 

  

21,198,962 

  

― 

  

― 

  

21,198,962 

合計 21,198,962 ― ― 21,198,962 

自己株式 

 普通株式 

  

193,928 

  

488 

  

― 

  

194,416 

合計 193,928 488 ― 194,416 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(百万円) 

１株当たりの配当額 

(円) 
基準日 効力発生日 

平成17年11月25日 

定時株主総会 
普通株式 210 10.00 平成17年８月31日 平成17年11月28日 

平成18年４月12日 

取締役会 
普通株式 210 10.00 平成18年２月28日 平成18年５月22日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 

(百万円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

平成18年11月22日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 210 10.00 

平成18年 

８月31日 

平成18年 

11月24日 



  当連結会計年度(自 平成18年９月１日 至 平成19年８月31日) 

  

１ 発行済株式に関する事項 

２ 自己株式に関する事項 

(変動事由の概要) 

自己株式の増加の主な内容は、単元未満株式の買取請求によるもの及び持分法適用関連会社が所有している当社株式(自己株

式)の当社帰属分の増加であります。また、自己株式の減少の主な内容は、単元未満株式の買増請求による売却に伴うもので

あります。 

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

４ 配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

  

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

 普通株式 ㈱ 21,198,962 ― ― 21,198,962 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

 普通株式 ㈱ 194,416 1,670 58 196,028 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(百万円) 

１株当たりの配当額 

(円) 
基準日 効力発生日 

平成18年11月22日 

定時株主総会 
普通株式 210 10.00 平成18年８月31日 平成18年11月24日 

平成19年４月11日 

取締役会 
普通株式 210 10.00 平成19年２月28日 平成19年５月22日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 

(百万円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

平成19年11月22日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 231 11.00 

平成19年 

８月31日 

平成19年 

11月26日 



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年９月１日 
至 平成19年８月31日) 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 5,533百万円

預金期間が３か月超の定期預金等 △40百万円

現金及び現金同等物 5,493百万円

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 6,544百万円

預金期間が３か月超の定期預金等 △56百万円

現金及び現金同等物 6,487百万円



(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年９月１日 
至 平成19年８月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(借主側) 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

(借主側) 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

   

機械装置 
及び 

運搬具 
(百万円) 

  

工具・ 
器具 

及び備品 
(百万円) 

  
ソフト 
ウェア 

(百万円)

合計 
(百万円) 

取得価額
相当額   891   2,158 

  
600 3,650 

減価償却
累計額 
相当額 

  481   1,209 
  

377 2,068 

減損損失
累計額 
相当額 

  2   26 
  

― 29 

期末残高
相当額   407   922 

  
223 1,552 

機械装置
及び 
運搬具 

(百万円)

工具・
器具 

及び備品
(百万円)

ソフト
ウェア 

(百万円)

合計 
(百万円) 

取得価額
相当額   208 2,436 635 3,280 

減価償却
累計額 
相当額 

  147 1,453 492 2,092 

減損損失
累計額 
相当額 

  2 23 ― 25 

期末残高
相当額   58 960 142 1,161 

 取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等に占

める未経過リース料期末残高の割合が低いため、支払

利子込み法によって算定しております。 

同左 

(2) 未経過リース料期末残高相当額等 

１年以内 606百万円

１年超 963百万円

合計 1,570百万円

リース資産減損勘定の残高 17百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額等 

１年以内 549百万円

１年超 622百万円

合計 1,172百万円

リース資産減損勘定の残高 10百万円

  未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産の

期末残高等に占める未経過リース料期末残高の割合が

低いため、支払利子込み法によって算定しておりま

す。 

同左 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 662百万円

リース資産減損勘定の取崩額 8百万円

減価償却費相当額 654百万円

減損損失 6百万円

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 567百万円

リース資産減損勘定の取崩額 10百万円

減価償却費相当額 556百万円

減損損失 3百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

２ オペレーティング・リース取引 

(借主側) 

  未経過リース料 

１年以内 107百万円

１年超 1,347百万円

合計 1,455百万円

  

２ オペレーティング・リース取引 

(借主側) 

  未経過リース料 

１年以内 186百万円

１年超 1,338百万円

合計 1,525百万円



(有価証券関係) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 
前連結会計年度

(平成18年８月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年８月31日) 

その他有価証券 
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対
照表計上額
(百万円) 

差額
(百万円) 

取得原価
(百万円) 

連結貸借対
照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの 

     

株式 68 166 98 67 150 83 

小計 68 166 98 67 150 83 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの 

     

株式 1 1 △0 2 1 △0 

小計 1 1 △0 2 1 △0 

合計 69 168 98 69 152 82 

区分 
前連結会計年度

(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年９月１日 
至 平成19年８月31日) 

売却額(百万円) 18 2 

売却益の合計額(百万円) 4 ― 

売却損の合計額(百万円) ― ― 

区分 

前連結会計年度
(平成18年８月31日) 

当連結会計年度 
(平成19年８月31日) 

連結貸借対照表計上額(百万円) 連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券 
非上場株式 

2 ― 

子会社株式及び関連会社株式 
関連会社株式 

0 0 

合計 2 0 



(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成18年９月１日 至 平成19年８月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  



(退職給付関係) 

  

  

(ストック・オプション関係) 

前連結会計年度(自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日) 

該当事項はありません。 

当連結会計年度(自 平成18年９月１日 至 平成19年８月31日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年９月１日 
至 平成19年８月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  退職金規程に基づく退職一時金制度を採用しており

ます。 

  

１ 採用している退職給付制度の概要 

  退職金規程に基づく退職一時金制度を採用しており

ます。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

  

(1) 退職給付債務 626百万円

(2) 退職給付引当金 626百万円

２ 退職給付債務に関する事項 

  

(1) 退職給付債務 692百万円

(2) 退職給付引当金 692百万円

３ 退職給付費用に関する事項 

  

(1) 退職給付費用 174百万円

(2) 勤務費用 98百万円

(3) 利息費用 13百万円

(4) 数理計算上の差異の費用処理額 62百万円

(5) 臨時に支払った割増退職金等 0百万円

３ 退職給付費用に関する事項 

  

(1) 退職給付費用 133百万円

(2) 勤務費用 107百万円

(3) 利息費用 15百万円

(4) 数理計算上の差異の費用処理額 9百万円

(5) 臨時に支払った割増退職金等 0百万円

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(1) 割引率 2.5％

(2) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(3) 数理計算上の差異の処理年数 

発生した連結会計年度で一括して費用処理して

おります。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(1) 割引率 2.5％

(2) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(3) 数理計算上の差異の処理年数 

発生した連結会計年度で一括して費用処理して

おります。 



(税効果会計関係) 

  

  

  

前連結会計年度
(平成18年８月31日) 

当連結会計年度
(平成19年８月31日) 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

繰延税金資産(流動)   

 未払事業税否認額 75百万円

 賞与引当金限度超過額 72百万円

 貸倒引当金限度超過額 50百万円

 未払事業所税否認額 35百万円

 その他 47百万円

  繰延税金資産合計 281百万円

    

繰延税金負債(流動)   

 債権債務の相殺消去に係る 
 貸倒引当金の減額修正 

△0百万円

  繰延税金負債合計 △0百万円

  繰延税金資産の純額 281百万円

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

繰延税金資産(流動)   

 未払事業税否認額 107百万円

 貸倒引当金限度超過額 86百万円

 賞与引当金限度超過額 78百万円

 未払事業所税否認額 36百万円

 株主優待引当金限度超過額 30百万円

 その他 28百万円

  繰延税金資産合計 367百万円

繰延税金負債(流動)   

債権債務の相殺消去に係る
 貸倒引当金の減額修正 

△0百万円

  繰延税金負債合計 △0百万円

  繰延税金資産の純額 366百万円

  

繰延税金資産(固定)  

 減損損失 354百万円

 退職給付引当金限度超過額 238百万円

 役員退職慰労引当金限度超過額 196百万円

 貸倒引当金限度超過額 56百万円

 減価償却超過額 24百万円

 その他 74百万円

  繰延税金資産小計 943百万円

 評価性引当額 △240百万円

  繰延税金資産合計 703百万円

繰延税金負債(固定)  

 その他有価証券評価差額金 △39百万円

  繰延税金負債合計 △39百万円

  繰延税金資産の純額 663百万円

  

繰延税金資産(固定)  

 退職給付引当金限度超過額 259百万円

 減損損失(非償却資産) 217百万円

 役員退職慰労引当金限度超過額 203百万円

 減価償却超過額 138百万円

 貸倒引当金限度超過額 30百万円

 その他 51百万円

  繰延税金資産小計 900百万円

 評価性引当額 △337百万円

  繰延税金資産合計 562百万円

繰延税金負債(固定)  

 その他有価証券評価差額金 △33百万円

  繰延税金負債合計 △33百万円

  繰延税金資産の純額 529百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.5％

(調整)  

住民税均等割額 9.7％

交際費等の損金不算入額 1.9％

合併に伴う青色欠損金引継額 △3.0％

その他 △0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 48.9％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.5％

(調整)  

住民税均等割額 7.2％

評価性引当額 3.8％

交際費等の損金不算入額 1.6％

その他 △0.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 53.1％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日) 

  

  
  

  
飲食事業 
(百万円) 

卸売事業
(百万円) 

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

76,218 5,478 3,757 85,454 ― 85,454

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

472 13,730 1,332 15,536 (15,536) ―

計 76,691 19,209 5,089 100,990 (15,536) 85,454 

営業費用 73,403 18,181 4,197 95,782 (13,278) 82,503 

営業利益 3,288 1,028 891 5,208 (2,257) 2,950 

Ⅱ 資産、減価償却費、 
減損損失及び資本的支出 

    

資産 36,874 3,755 9,552 50,182 5,546 55,728 

減価償却費 3,270 50 113 3,434 9 3,444 

減損損失 203 ― ― 203 ― 203 

資本的支出 4,824 12 1,133 5,971 31 6,002 



当連結会計年度(自 平成18年９月１日 至 平成19年８月31日) 

  

  
(注) １ 事業区分は、売上集計区分によっております。 

  

２ 各事業の主要な内容 

  

３ 前連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、2,278百万円であり、

その主なものは親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  当連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、   2,212百万円であ

り、その主なものは親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  

４ 前連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は6,202百万円であり、その主なもの

は親会社の余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券及び長期貸付金)及び管理部門に係る資産等であり

ます。 

  当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は7,001百万円であり、その主なもの

は親会社の余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券及び長期貸付金)及び管理部門に係る資産等であり

ます。 

  

  
飲食事業 
(百万円) 

卸売事業
(百万円) 

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

78,826 4,979 4,023 87,829 ― 87,829

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

455 13,492 1,296 15,244 (15,244) ―

計 79,282 18,472 5,319 103,074 (15,244) 87,829

営業費用 75,179 17,568 4,535 97,283 (13,042) 84,241

営業利益 4,102 903 783 5,790 (2,202) 3,588

Ⅱ 資産、減価償却費、 
減損損失及び資本的支出 

    

資産 36,302 4,086 9,446 49,835 6,338 56,174 

減価償却費 3,499 55 108 3,663 28 3,691 

減損損失 75 5 ― 81 ― 81 

資本的支出 3,480 48 33 3,562 43 3,605 

  
前連結会計年度

(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年９月１日 
至 平成19年８月31日) 

事業区分 主要な内容 主要な内容 

飲食事業 

当社及び㈱イズ・プランニングが営む

料理飲食業。㈱アルスが営む病院・事

業用給食施設の運営。 

当社及び㈱イズ・プランニングが営む

料理飲食業。㈱アルスが営む病院・事

業用給食施設の運営。 

卸売事業 
当社及び米川水産㈱が営む生鮮食料品

等の卸売業。 

当社及び米川水産㈱が営む生鮮食料品

等の卸売業。 

その他事業 

当社及び㈱アサヒビジネスプロデュー

スの不動産賃貸・管理等の事業。㈱デ

ィ・エス物流の運送事業。 

当社及び㈱アサヒビジネスプロデュー

スの不動産賃貸・管理等の事業。㈱デ

ィ・エス物流の運送事業。 



  

【所在地別セグメント情報】 

当連結会計年度及び前連結会計年度については、本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び重要な在

外支店はないため、記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

当連結会計年度及び前連結会計年度については、当社及び連結子会社において海外売上高がないため、記載を

省略しております。 

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日) 

(1) 役員及び個人主要株主等 
  

(2) 子会社等 
  

  

取引条件及び取引条件の決定方針 

(注) １ 第一ビルの賃貸については、不動産鑑定士の鑑定評価による公正な価額により取引しております。 

２ ㈱エム・アイ・プランニングは当社代表取締役平辰の近親者が議決権の60％を直接所有しております。 

３ 商品の仕入価格については、市場価格を勘案した一般的取引条件と同様に決定しております。 

４ 上記取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当連結会計年度(自 平成18年９月１日 至 平成19年８月31日) 

(1) 役員及び個人主要株主等 
  

(2) 子会社等 
  

  

取引条件及び取引条件の決定方針 

(注) １ 第一ビルの賃貸については、不動産鑑定士の鑑定評価による公正な価額により取引しております。 

２ ㈱エム・アイ・プランニングは当社代表取締役平辰の近親者が議決権の60％を直接所有しております。 

３ 商品の仕入価格については、市場価格を勘案した一般的取引条件と同様に決定しております。 

４ 上記取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

属性 氏名 住所 
資本金 

(百万円) 
事業の内容 
又は職業 

議決権の所有

(被所有)割合

(％) 

関係内容 
取引の内容

(種類・対象) 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高

(百万円)役員の

兼任等

事業上

の関係 

役員及 
び個人 

主要株主 
平  辰 ― ― 

当社代表 
取締役 

(被所有)

直接 26.3
―

店舗の

賃貸 
営業取引

第一

ビル 
賃貸 

57 
差入 
保証金 

56

属性 氏名 住所 
資本金 

(百万円) 
事業の内容 
又は職業 

議決権の所有

(被所有)割合

(％) 

関係内容 
取引の内容

(種類・対象) 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高

(百万円)役員の

兼任等

事業上

の関係 

関連会社 

㈱エム・
アイ・ 
プラン 
ニング 

東京

都葛

飾区 
10 

飲料類の 
卸売 

当社所有

直接 20.0 
なし

飲料類の

購入及び

倉庫の 
貸借 

営業取引
商品

仕入 
865 買掛金 77

不動産

賃借取引

物流

倉庫 
1 前受収益 0

属性 氏名 住所 
資本金 

(百万円) 
事業の内容 
又は職業 

議決権の所有

(被所有)割合

(％) 

関係内容 
取引の内容

(種類・対象) 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高

(百万円)役員の

兼任等

事業上

の関係 

役員及 
び個人 

主要株主 
平  辰 ― ― 

当社代表 
取締役 

(被所有)

直接 26.3
―

店舗の

賃貸 
営業取引

第一

ビル 
賃貸 

56 
差入 
保証金 

56

属性 氏名 住所 
資本金 

(百万円) 
事業の内容 
又は職業 

議決権の所有

(被所有)割合

(％) 

関係内容 
取引の内容

(種類・対象) 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高

(百万円)役員の

兼任等

事業上

の関係 

関連会社 

㈱エム・
アイ・ 
プラン 
ニング 

東京

都葛

飾区 
10 

飲料類の 
卸売 

当社所有

直接 20.0 
なし

飲料類の

購入及び

倉庫の 
貸借 

営業取引
商品

仕入 
951 買掛金 81

不動産

賃借取引

物流

倉庫 
1 前受収益 0



(１株当たり情報) 

  

  

(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

(重要な後発事象) 

  

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年９月１日 
至 平成19年８月31日) 

１株当たり純資産額 1,489円51銭 １株当たり純資産額 1,537円31銭

１株当たり当期純利益 57円01銭 １株当たり当期純利益 68円24銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年９月１日 
至 平成19年８月31日) 

連結損益計算書上の当期純利益(百万円) 1,197 1,433

普通株式に係る当期純利益(百万円) 1,197 1,433

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 21,004 21,003

前連結会計年度
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年９月１日 
至 平成19年８月31日) 

特記すべき事項はありません。 

  

平成19年９月12日開催の当社取締役会において、社債

の発行を決議いたしました。 

(1) 社債の名称 

  第５回無担保社債(株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行保

証付および適格機関投資家限定) 

(2) 社債の総額  10億円 

(3) 利率     1.6％ 

(4) 払込期日   平成19年９月28日 

(5) 償還期日   平成26年９月26日 

(6) 償還方法   償還期日にその総額を償還する 

(7) 保証人    株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 

(8) 財務代理人  株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 

(9) 総額引受人  株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

(注) １ 「当期末残高」欄の(内書)は、１年以内償還予定の金額であります。 

２ 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は次のとおりであります。 

  

  

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりであります。

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

会社名 銘柄 
発行 
年月日 

前期末残高
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

利率
(％) 

担保 償還期限 

㈱大庄   (注) 第２回無担保社債 
平成15年 
３月10日 

1,000
1,000
(1,000)

年0.45 無担保 平成20年３月10日

㈱大庄   (注) 第３回無担保社債 
平成19年８
月31日 

― 1,300 年1.62 無担保 平成26年８月29日

㈱大庄   (注) 第４回無担保社債 
平成19年８
月31日 

― 700 年1.77 無担保 平成26年８月29日

㈱イズ・プランニ
ング    (注) 

第１回無担保社債 
平成14年 
12月30日 

400
400
(400)

年0.64 無担保 平成19年12月28日

㈱イズ・プランニ
ング    (注) 

第２回無担保社債 
平成14年 
12月30日 

30
10
(10)

年0.52 無担保 平成19年12月28日

合計 ― ― 1,430
3,410
(1,410)

― ― ― 

１年以内 
(百万円) 

１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

1,410 ― ― ― ― 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 6,306 3,343 年1.12 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 2,299 3,142 年1.08 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

5,562 4,000 年1.31
平成20年９月～ 
平成24年８月 

合計 14,168 10,486 ― ― 

  
１年超２年以内 

(百万円) 
２年超３年以内

(百万円) 
３年超４年以内

(百万円) 
４年超５年以内 

(百万円) 

長期借入金 1,789 1,306 687 217 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  
  

  
前事業年度

(平成18年８月31日) 
当事業年度 

(平成19年８月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金 ※２   5,022     5,968   

２ 売掛金     1,065     1,111   

３ 商品     392     370   

４ 製品     0     0   

５ 原材料     185     155   

６ 貯蔵品     11     24   

７ 前払費用     898     918   

８ 未収収益     153     151   

９ 未収入金     39     43   

10 繰延税金資産     215     299   

11 その他     1     2   

貸倒引当金     △108     △165   

流動資産合計     7,878 15.0   8,881 16.8 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産               

(1) 建物   30,946     31,978     

減価償却累計額   14,451 16,495   15,961 16,016   

(2) 構築物   306     281     

減価償却累計額   239 66   225 55   

(3) 機械及び装置   2,229     2,159     

減価償却累計額   1,628 600   1,681 478   

(4) 車両運搬具   18     19     

減価償却累計額   16 2   16 2   

(5) 工具・器具及び備品   5,776     6,396     

減価償却累計額   3,508 2,267   4,121 2,275   

(6) 土地 ※３   7,150     7,150   

有形固定資産合計     26,583 50.6   25,977 49.2 



  

  
  

  
前事業年度

(平成18年８月31日) 
当事業年度 

(平成19年８月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

２ 無形固定資産               

(1) 借地権     913     913   

(2) ソフトウェア     16     24   

(3) 電話加入権     121     121   

(4) 施設利用権     0     0   

無形固定資産合計     1,051 2.0   1,059 2.0 

３ 投資その他の資産              

(1) 投資有価証券     168     152   

(2) 関係会社株式     2,507     2,507   

(3) 出資金     4     4   

(4) 長期貸付金     321     61   

(5) 従業員長期貸付金     50     48   

(6) 長期前払費用     173     228   

(7) 差入保証金     9,153     8,893   

(8) 敷金     4,020     4,481   

(9) 繰延税金資産     567     456   

(10) その他     146     113   

  貸倒引当金     △79     △64   

投資その他の資産合計     17,033 32.4   16,885 32.0 

固定資産合計     44,668 85.0   43,922 83.2 

資産合計     52,546 100.0   52,804 100.0 

       



  

  

  
前事業年度

(平成18年８月31日) 
当事業年度 

(平成19年８月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債      

１ 買掛金 ※１   2,370 2,360  

２ 短期借入金   5,650 2,700  

３ 一年以内返済予定 
長期借入金 

  1,997 2,825  

４ 一年以内償還予定社債   ― 1,000  

５ 未払金 ※１   2,037 2,379  

６ 未払費用   6 8  

７ 未払法人税等   545 1,019  

８ 未払消費税等   219 360  

９ 前受金   12 5  

10 預り金   296 277  

11 前受収益 ※１   71 72  

12 賞与引当金   134 139  

13 株主優待引当金   ― 74  

14 その他   80 80  

流動負債合計   13,422 25.5 13,304 25.2

Ⅱ 固定負債      

１ 社債   1,000 2,000  

２ 長期借入金   4,650 3,252  

３ 退職給付引当金   504 553  

４ 役員退職慰労引当金   437 426  

５ 受入保証金 ※１   740 687  

６ その他   17 10  

固定負債合計   7,351 14.0 6,931 13.1

負債合計   20,774 39.5 20,235 38.3

(純資産の部)      

Ⅰ 株主資本      

１ 資本金   8,626 16.4 8,626 16.3

２ 資本剰余金      

(1) 資本準備金 9,908 9,908    

(2) その他資本剰余金 0 0    

資本剰余金合計   9,908 18.8 9,908 18.7

３ 利益剰余金      

(1) 利益準備金 176 176    

(2) その他利益剰余金      

別途積立金 12,609 13,109    

繰越利益剰余金 1,062 1,368    

利益剰余金合計   13,849 26.4 14,655 27.8

４ 自己株式   △233 △0.4 △233 △0.4

株主資本合計   32,150 61.2 32,956 62.4

Ⅱ 評価・換算差額等      

１ その他有価証券評価 
  差額金 

  58 0.1 49 0.1

２ 土地再評価差額金 ※３   △436 △0.8 △436 △0.8

評価・換算差額等合計   △378 △0.7 △387 △0.7

純資産合計   31,772 60.5 32,568 61.7

負債純資産合計   52,546 100.0 52,804 100.0

       



② 【損益計算書】 

  

  
  

  
前事業年度

(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年９月１日 
至 平成19年８月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高               

１ 直営店舗売上高   68,291     70,502     

２ 加盟店向け材料売上高   3,227     3,049     

３ 加盟店向けその他売上高   422     402     

４ 不動産賃貸料収入   672 72,613 100.0 670 74,625 100.0 

Ⅱ 売上原価               

１ 期首商品・原材料 
たな卸高 

502 567   

２ 期首製品たな卸高   2     0     

３ 当期製品製造原価   209     162     

４ 当期商品・原材料仕入高   23,235     23,205     

５ 不動産賃貸料収入原価   416     417     

小計   24,365     24,353     

６ 他勘定振替高 ※１ 354     364     

７ 期末商品・原材料 
たな卸高 

567 515   

８ 期末製品たな卸高   0 23,441 32.3 0 23,473 31.5 

売上総利益     49,171 67.7   51,151 68.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

１ 広告宣伝費   248     203     

２ 運搬費   672     694     

３ 貸倒引当金繰入額   30     59     

４ 役員報酬   182     183     

５ 従業員給料手当   20,521     21,032     

６ 賞与   174     195     

７ 賞与引当金繰入額   118     123     

８ 退職給付費用   127     107     

９ 役員退職慰労引当金 
繰入額 

34 22   

10 法定福利費   1,628     1,681     

11 福利厚生費   177     175     

12 減価償却費   3,226     3,448     

13 水道光熱費   3,582     3,751     

14 租税公課   552     556     

15 地代家賃   7,864     8,256     

16 株主優待引当金繰入額   ―     74     

17 その他   7,680 46,823 64.5 7,501 48,067 64.4 

営業利益     2,348 3.2   3,084 4.1 



  

  

  
前事業年度

(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年９月１日 
至 平成19年８月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   4     7     

２ 受取配当金   3     4     

３ 専売料収入   212     175     

４ その他   57 279 0.4 85 273 0.4 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   94     118     

２ 社債利息   4     4     

３ 貸倒引当金繰入額   6     2     

４ 社債発行費   ―     37     

５ たな卸資産廃棄損失   0     ―     

６ その他   29 136 0.2 40 203 0.3 

経常利益     2,491 3.4   3,153 4.2 

Ⅵ 特別利益               

１ 固定資産売却益 ※２ ―     0     

２ 投資有価証券売却益   1     ―     

３ 貸倒引当金戻入益   39     5     

４ 償却債権取立益   6     ―     

５ 収用補償金   ―     55     

６ 前期損益修正益 ※３ ― 46 0.1 47 108 0.2 

Ⅶ 特別損失               

１ 固定資産売却損 ※４ ―     8     

２ 固定資産除却損 ※５ 370     406     

３ 減損損失 ※７ 203     75     

４ 店舗関係整理損 ※６ 51     80     

５ その他   36 662 0.9 33 604 0.8 

税引前当期純利益     1,875 2.6   2,657 3.6 

法人税、住民税 
及び事業税 

994 1,398   

法人税等調整額   △28 966 1.3 32 1,431 2.0 

当期純利益     908 1.3   1,226 1.6 

      



製造原価明細書 

  

(注)  １ 当社の原価計算の方法は、実際原価による総合原価計算であります。 

※２ 経費のうち、主な内訳は次のとおりであります。 
  

  

  

  
前事業年度

(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年９月１日 
至 平成19年８月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 原材料費   106 51.0 70 43.3 

Ⅱ 労務費   73 35.1 64 39.6 

Ⅲ 経費 ※２ 28 13.9 27 17.1 

当期総製造費用   208 100.0 161 100.0 

当期製品製造原価   209   162   

内訳 
前事業年度
(百万円) 

当事業年度 
(百万円) 

消耗品費 18 11 

水道光熱費 4 4 

地代家賃 3 8 

その他 2 2 

合計 28 27 



③ 【株主資本等変動計算書】 

前事業年度(自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日) 

  

  

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
その他資本

剰余金 

資本剰余金

合計 
利益準備金

その他利益準備金 
利益剰余金

合計 別途積立金
繰越利益 

剰余金 

平成17年８月31日残高(百万円) 8,626 9,908 0 9,908 176 12,251 1,068 13,497 

事業年度中の変動額                 

 別途積立金の積立       ―   358 △358 ― 

 剰余金の配当       ―     △420 △420 

 当期純利益       ―     908 908 

 自己株式の取得       ―       ― 

 合併に伴う子会社出資金消却損       ―     △136 △136 

株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)                 

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― ― ― ― 358 △5 352 

平成18年８月31日残高(百万円) 8,626 9,908 0 9,908 176 12,609 1,062 13,849 

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 株主資本合計

その他
有価証券 
評価差額金 

土地再評価
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成17年８月31日残高(百万円) △232 31,799 46 △436 △390 31,409 

事業年度中の変動額             

 別途積立金の積立   ―       ― 

 剰余金の配当   △420       △420 

 当期純利益   908       908 

 自己株式の取得 △0 △0       △0 

 合併に伴う子会社出資金消却損   △136       △136 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額(純額)     11 ― 11 11 

事業年度中の変動額合計(百万円) △0 351 11 ― 11 363 

平成18年８月31日残高(百万円) △233 32,150 58 △436 △378 31,772 



当事業年度(自 平成18年９月１日 至 平成19年８月31日) 

  

  

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
その他資本

剰余金 

資本剰余金

合計 
利益準備金

その他利益準備金 
利益剰余金

合計 別途積立金
繰越利益 

剰余金 

平成18年８月31日残高(百万円) 8,626 9,908 0 9,908 176 12,609 1,062 13,849 

事業年度中の変動額                 

 別途積立金の積立       ―   500 △500 ― 

 剰余金の配当       ―     △420 △420 

 当期純利益       ―     1,226 1,226 

 自己株式の取得       ―       ― 

 自己株式の処分     0 0       ― 

株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)                 

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― 0 0 ― 500 306 806 

平成19年８月31日残高(百万円) 8,626 9,908 0 9,908 176 13,109 1,368 14,655 

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 株主資本合計

その他
有価証券 
評価差額金 

土地再評価
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年８月31日残高(百万円) △233 32,150 58 △436 △378 31,772 

事業年度中の変動額             

 別途積立金の積立   ―       ― 

 剰余金の配当   △420       △420 

 当期純利益   1,226       1,226 

 自己株式の取得 △0 △0       △0 

 自己株式の処分 0 0       0 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額(純額)     △9 ― △9 △9 

事業年度中の変動額合計(百万円) △0 805 △9 ― △9 796 

平成19年８月31日残高(百万円) △233 32,956 49 △436 △387 32,568 



重要な会計方針 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年９月１日 
至 平成19年８月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算末日の市場価格等に基づく

時価法 

    (評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

  時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(2) その他有価証券 

  時価のあるもの 

同左 

  

  

  

  

  時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 商品 

  冷凍食品 

   総平均法による原価法 

  冷凍食品以外の商品 

   最終仕入原価法による原価法 

(2) 製品 

  総平均法による原価法 

(3) 原材料及び貯蔵品 

  最終仕入原価法による原価法 

(1) 商品 

  冷凍食品 

同左 

  冷凍食品以外の商品 

同左 

(2) 製品 

同左 

(3) 原材料及び貯蔵品 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

  物流センター及び食品工場の資産 

            ……定額法 

  物流センター及び食品工場以外の

資産        ……定率法 

  ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備を除く)に

ついては、定額法を採用しておりま

す。 

  なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

(2) 無形固定資産………………定額法 

  ただし、ソフトウェア(自社利用

分)については、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法を採

用しております。 

建物 ７年～34年

工具・器具及び備品 ３年～15年

(1) 有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(2) 無形固定資産 

同左 



  

  

項目 
前事業年度

(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年９月１日 
至 平成19年８月31日) 

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

による計算額を、貸倒懸念債権等特

定の債権については、個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

  従業員に対する賞与の支給に備え

るため、支給見込額に基づき計上し

ております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

  (3)    ―――――― (3) 株主優待引当金 

  将来の株主優待制度の利用による

費用の発生に備えるため、株主優待

利用実績に基づいて、当事業年度末

の翌日以降に発生すると見込まれる

額を計上しております。 

  (4) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務の見込

額に基づき当期において発生してい

ると認められる額を計上しておりま

す。 

  なお、数理計算上の差異は発生年

度において一括して費用処理してお

ります。 

(4) 退職給付引当金 

同左 

  (5) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

(5) 役員退職慰労引当金 

同左 

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

６ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税及び地方消費税の処理方法 

税抜方式により処理しております。 

消費税及び地方消費税の処理方法 

同左 



(会計処理の変更) 

  

  

(追加情報) 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

当事業年度
(自 平成18年９月１日 
至 平成19年８月31日) 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

  当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12

月９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日)を適用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当する金額は31,772

百万であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度に

おける「貸借対照表」の「純資産の部」については、

改正後の財務諸表等規則により作成しております。 

―――――― 

―――――― （固定資産の減価償却の方法） 

 平成19年度の法人税法の改正(「所得税法等の一部を

改正する法律 法律第６号」及び「法人税法施行令の

一部を改正する政令 政令第83号」)に伴い、平成19年

４月１日以降に取得したものについては、改正後の法

人税法に基づく方法に変更しております。 

 なお、この変更に伴う当事業年度の損益に与える影

響は軽微であります。 

前事業年度 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

当事業年度
(自 平成18年９月１日 
至 平成19年８月31日) 

―――――― 

  

  

  株主優待費は、従来、株主優待券の利用時に販売費

及び一般管理費として処理しておりましたが、株主数

の増加に伴い株主優待制度の利用が増加したこと及び

利用実績率の把握が可能になったことから当事業年度

より事業年度末の翌日以降に発生すると見込まれる株

主優待費の額を株主優待引当金として計上することと

いたしました。 

  この結果、従来の方法によった場合と比較して営業

利益、経常利益及び税引前当期純利益の額は74百万円

少なく計上されております。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

前事業年度 
(平成18年８月31日) 

当事業年度
(平成19年８月31日) 

※１ 関係会社に対する資産及び負債 

   関係会社に対する負債の合計金額は896百万円で

あります。 

※１ 関係会社に対する資産及び負債 

   関係会社に対する負債の合計金額は818百万円で

あります。 

※２ 担保資産 

   佐渡水産物地方卸売市場に対する買付保証として

定期預金６百万円に質権が設定されております。 

※２ 担保資産 

   佐渡水産物地方卸売市場に対する買付保証として

定期預金６百万円に質権が設定されております。 

※３ 土地再評価法 

 旧㈱榮太郎(平成15年３月10日合併)が所有してい

た土地については、「土地の再評価に関する法律」

(平成10年３月31日公布法律第34号)及び「土地の再

評価に関する法律の一部を改正する法律(平成13年

３月31日公布法律第19号)に基づき、事業用土地の

再評価を行っております。 

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月

31日公布政令第119号)第２条第３号に定める地方税

法第941条第10号の土地課税台帳に登録されている

価格に合理的な調整を行って算出しております。 

再評価を行った年月日 平成14年３月31日 

再評価を行った土地の期
末における時価と再評価
後の帳簿価額との差額 

△81百万円 

※３ 土地再評価法 

 旧㈱榮太郎(平成15年３月10日合併)が所有してい

た土地については、「土地の再評価に関する法律」

(平成10年３月31日公布法律第34号)及び「土地の再

評価に関する法律の一部を改正する法律(平成13年

３月31日公布法律第19号)に基づき、事業用土地の

再評価を行っております。 

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月

31日公布政令第119号)第２条第３号に定める地方税

法第941条第10号の土地課税台帳に登録されている

価格に合理的な調整を行って算出しております。 

再評価を行った年月日 平成14年３月31日 

再評価を行った土地の期
末における時価と再評価
後の帳簿価額との差額 

△81百万円 



(損益計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

当事業年度
(自 平成18年９月１日 
至 平成19年８月31日) 

※１ 他勘定振替高 

   売上原価のうち他勘定振替高は、従業員への現物

支給食事に対する材料見合い収入額であります。 

※１ 他勘定振替高 

   売上原価のうち他勘定振替高は、従業員への現物

支給食事に対する材料見合い収入額であります。 

※２        ―――――― 

  

※２ 固定資産売却益は、店舗資産(１件)を譲渡したこ

とに伴うものであります。 

※３        ―――――― 

  

※３ 前期損益修正益は、過年度に償却した差入保証金

等の訂正益であります。 

※４        ―――――― 

  

※４ 固定資産売却損は、病院食用設備(２件)を売却し

たことに伴うものであります。 

※５ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

建物 222百万円 

機械及び装置 9百万円 

工具・器具及び備品 32百万円 

その他 105百万円 

合計 370百万円 

※５ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

建物 317百万円 

機械及び装置 9百万円 

工具・器具及び備品 21百万円 

その他 58百万円 

合計 406百万円 

※６ ジョン万次郎大宮店他７店舗の閉店等に伴うもの

であります。 

※６ 庄や広島堀川店他９店舗の閉店等に伴うものであ

ります。 

※７ 当事業年度において当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。 

 当社はキャッシュ・フローを生み出す最小単位と

して、主として店舗を基本単位としてグルーピング

しております。 

 営業活動から生ずる損益が継続してマイナスであ

る資産グループ及び土地等の時価の下落の著しい資

産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失(203百万円)として特別損失

に計上しております。 

 回収可能価額は固定資産の使用価値または正味売

却価額を適用しております。なお、使用価値につい

ては将来キャッシュ・フローを3.5%で割り引いて算

定しております。また、正味売却価額については不

動産鑑定基準に基づく鑑定評価額または路線価方式

による相続税評価額を使用しております。 

場所 用途 種類 減損損失 

東京都他 店舗資産 建物及び構築物 181百万円 

(計６件)   その他 22百万円 

合計     203百万円 

※７ 当事業年度において当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。 

 当社はキャッシュ・フローを生み出す最小単位と

して、主として店舗を基本単位としてグルーピング

しております。 

 営業活動から生ずる損益が継続してマイナスであ

る資産グループ及び土地等の時価の下落の著しい資

産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失(75百万円)として特別損失に

計上しております。 

 回収可能価額は固定資産の使用価値または正味売

却価額を適用しております。なお、使用価値につい

ては将来キャッシュ・フローを3.5%で割り引いて算

定しております。また、正味売却価額については不

動産鑑定基準に基づく鑑定評価額または路線価方式

による相続税評価額を使用しております。 

場所 用途 種類 減損損失 

東京都他 店舗資産 建物及び構築物 64百万円 

(計３件)   その他 11百万円 

合計     75百万円 



(株主資本等変動計算書関係) 

     前事業年度(自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日) 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) 自己株式の増加は単元未満株式の買取によるものであります。 

  

  

     当事業年度(自 平成18年９月１日 至 平成19年８月31日) 

 自己株式に関する事項 

(変動事由の概要) 自己株式の増加は単元未満株式の買取によるものであり、自己株式の減少は単元未満株式の買増請求による売

却に伴うものであります。 

  

  前事業年度末 

株式数（株） 

当事業年度 

増加株式数（株） 

当事業年度 

減少株式数（株） 

当事業年度末 

株式数（株） 

自己株式 

 普通株式 

  

193,928 

  

488 

  

― 

  

194,416 

  

合計 

  

193,928 

  

488 

  

― 

  

194,416 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

 普通株式 ㈱ 194,416 308 30 194,694 



(リース取引関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

当事業年度
(自 平成18年９月１日 
至 平成19年８月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(借主側) 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(借主側) 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

    
機械及び
装置 

(百万円) 
  

車両 
運搬具 

(百万円) 
  

工具・
器具 

及び備品
(百万円)

 
ソフト 
ウェア 

(百万円) 
  合計

(百万円)

取得価額
相当額 

  65   9   2,031  600   2,706

減価償却
累計額 
相当額 

  50   3   1,155  377   1,587

減損損失
累計額 
相当額 

  2   ―   26  ―   29

期末残高
相当額 

  11   5   849  223   1,090

   

機械及び
装置 

(百万円)

車両
運搬具 

(百万円)

工具・
器具 

及び備品
(百万円)

 
ソフト 
ウェア 

(百万円) 
  合計 

(百万円)

取得価額
相当額 

  8 9 2,250  562   2,830

減価償却
累計額 
相当額 

  1 6 1,335  443   1,787

減損損失
累計額 
相当額 

  2 ― 23  ―   25

期末残高
相当額 

  4 2 891  119   1,017

 (注) 取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期末残高の割合が低い

ため、支払利子込み法によって算定しておりま

す。 

同左 

(2) 未経過リース料期末残高相当額等 

１年以内 432百万円

１年超 676百万円

合計 1,108百万円

リース資産減損勘定の残高 17百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額等 

１年以内 477百万円

１年超 550百万円

合計 1,028百万円

リース資産減損勘定の残高 10百万円

 (注) 未経過リース料期末残高相当額等は、有形固定

資産の期末残高等に占める未経過リース料期末

残高の割合が低いため、支払利子込み法によっ

て算定しております。 

同左 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、及び減損損失 

支払リース料 495百万円

リース資産減損勘定の取崩額 8百万円

減価償却費相当額 487百万円

減損損失 6百万円

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、及び減損損失 

支払リース料 473百万円

リース資産減損勘定の取崩額 10百万円

減価償却費相当額 462百万円

減損損失 3百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

(借主側) 

  未経過リース料 

１年以内 3百万円

１年超 3百万円

合計 6百万円

２ オペレーティング・リース取引 

(借主側) 

  未経過リース料 

１年以内 2百万円

１年超 0百万円

合計 3百万円



(有価証券関係) 

前事業年度(自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日)及び当事業年度(自 平成18年９月１日 至 平成19

年８月31日)において、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(税効果会計関係) 

  

前事業年度 
(平成18年８月31日) 

当事業年度
(平成19年８月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

   繰延税金資産(流動) 

  

  

   繰延税金資産(固定) 

   繰延税金負債(固定)  

  

未払事業税否認額 62百万円

賞与引当金限度超過額 54百万円

未払事業所税否認額 31百万円

貸倒引当金限度超過額 39百万円

その他 25百万円

繰延税金資産合計 215百万円

繰延税金資産の純額 215百万円

役員退職慰労引当金 

限度超過額 
177百万円

退職給付引当金 
限度超過額 

204百万円

減損損失 354百万円

貸倒引当金限度超過額 29百万円

減価償却超過額 19百万円

その他 62百万円

繰延税金資産小計 847百万円

評価性引当額 △240百万円

繰延税金資産合計 607百万円

その他有価証券評価差額金 △39百万円

繰延税金負債合計 △39百万円

繰延税金資産の純額 567百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

   繰延税金資産(流動) 

  

   繰延税金資産(固定) 

   繰延税金負債(固定)  

未払事業税否認額 96百万円

貸倒引当金限度超過額 63百万円

賞与引当金限度超過額 56百万円

未払事業所税否認額 32百万円

株主優待引当金限度超過額 30百万円

その他 20百万円

繰延税金資産合計 299百万円

繰延税金資産の純額 299百万円

退職給付引当金
限度超過額 

224百万円

減損損失 214百万円

役員退職慰労引当金 

限度超過額 
172百万円

減価償却超過額 134百万円

貸倒引当金限度超過額 24百万円

その他 44百万円

繰延税金資産小計 815百万円

評価性引当額 △325百万円

繰延税金資産合計 490百万円

その他有価証券評価差額金 △33百万円

繰延税金負債合計 △33百万円

繰延税金資産の純額 456百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

税率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.5％

(調整)  

住民税均等割等 11.8％

交際費等の損金不算入額 2.2％

合併に伴う青色欠損金 

引継額 
△3.8％

その他 0.9％

  税効果会計適用後の 

  法人税等の負担率 
51.6％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

税率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.5％

(調整)  

住民税均等割等 8.0％

評価性引当額 4.0％

交際費等の損金不算入額 1.7％

その他 △0.3％

  税効果会計適用後の 

  法人税等の負担率 
53.9％



(１株当たり情報) 
  

(注) １株当たりの当期純利益の算定上の基礎 

  

(重要な後発事象) 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

当事業年度
(自 平成18年９月１日 
至 平成19年８月31日) 

１株当たり純資産額 1,512円65銭 １株当たり純資産額 1,550円58銭

１株当たり当期純利益 43円26銭 １株当たり当期純利益 58円38銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

項目 
前事業年度

(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

当事業年度
(自 平成18年９月１日 
至 平成19年８月31日) 

損益計算書上の当期純利益(百万円) 908 1,226
普通株式に係る当期純利益(百万円) 908 1,226
普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―
普通株式の期中平均株式数(千株) 21,004 21,004

前事業年度 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

当事業年度
(自 平成18年９月１日 
至 平成19年８月31日) 

特記すべき事項はありません。 

  

平成19年９月12日開催の当社取締役会において、社債

の発行を決議いたしました。 

(1) 社債の名称 

  第５回無担保社債(株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行保

証付および適格機関投資家限定) 

(2) 社債の総額  10億円 

(3) 利率     1.6％ 

(4) 払込期日   平成19年９月28日 

(5) 償還期日   平成26年９月26日 

(6) 償還方法   償還期日にその総額を償還する 

(7) 保証人    株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 

(8) 財務代理人  株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 

(9) 総額引受人  株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

投資有価
証券 

その他有
価証券 

 ㈱かんなん丸 126,360 128 

 アサヒビール㈱ 11,000 18 

 ㈱木曽路 1,265 2 

 佐渡汽船㈱ 3,000 0 

 ㈱テンアライド 2,028 0 

小計 143,653 152 

計 143,653 152 



【有形固定資産等明細表】 

  

  

(注) １ 当期増加額の主な内容は、次のとおりであります。 

  

２ 当期減少額の主な内容は、次のとおりであります。 

  

３ 「当期減少額」の（ ）内の内書きは減損損失の額であります。 

  

資産の種類 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 

(百万円) 

有形固定資産             

 建物 30,946 2,337 
1,306
(64) 

31,978 15,961 2,415 16,016 

 構築物 306 2 
26

(―) 
281 225 12 55 

 機械及び装置 2,229 24 
94
(5) 

2,159 1,681 133 478 

 車両運搬具 18 0 ― 19 16 0 2 

 工具・器具及び 
 備品 

5,776 856 
235
(2) 

6,396 4,121 820 2,275

 土地 7,150 ― ― 7,150 ― ― 7,150 

有形固定資産計 46,426 3,222 
1,664
(72) 

47,985 22,007 3,381 25,977 

無形固定資産               

 借地権 913 ― ― 913 ― ― 913 

 ソフトウェア 23 14 ― 37 13 6 24 

 電話加入権 121 ― ― 121 ― ― 121 

 施設利用権 5 ― 1 4 4 0 0 

無形固定資産計 1,062 14 1 1,077 18 6 1,059 

長期前払費用 322 159 86 395 167 103 228 

繰延資産 ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ― 

（建物） 

新規出店による増加額 1,473百万円

店舗改装による増加額 864百万円

（工具・器具及び備品） 

新規出店による増加額 453百万円

店舗改装による増加額 403百万円

（建物） 
閉店及び店舗改装等の除却による減少額 1,242百万円



【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」の内25百万円は洗替による戻入額であり、18百万円は回収による戻入額でありま

す。 

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金    (注) 188 85 ― 43 230 

賞与引当金 134 139 134 ― 139 

株主優待引当金 ― 74 ― ― 74 

役員退職慰労引当金 437 22 33 ― 426 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

イ 現金及び預金 

  

  

ロ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

  

  

(ロ)売掛金滞留状況 

  

(注) 上記Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの金額には消費税等が含まれております。 

  

区分 金額(百万円) 

現金 120 

預金の種類   

当座預金 1,396 

普通預金 2,345 

別段預金 0 

定期預金 2,106 

計 5,848 

合計 5,968 

相手先 金額(百万円) 

㈱ジェーシービー 139 

三菱ＵＦＪニコス㈱ 133 

三井住友カード㈱ 92 

(財)海外職業訓練協会 58 

㈱かんなん丸 55 

その他 631 

合計 1,111 

前期繰越高 
(百万円) 

  
(Ａ) 

当期発生高 
(百万円) 

  
(Ｂ) 

当期回収高
(百万円) 

  
(Ｃ) 

次期繰越高
(百万円) 

  
(Ｄ) 

回収率(％) 
  
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
  (Ａ)＋(Ｄ)   
  ２   
  (Ｂ)   
  365   

1,065 16,321 16,275 1,111 93.6 24.3 



ハ 商品 
  

  

ニ 製品 
  

  

ホ 原材料 
  

  

品目 金額(百万円) 

酒・飲料類 149 

魚介類 97 

消耗品類 47 

加工品類 18 

肉類 17 

調味料類 14 

野菜類 8 

米穀類 4 

その他 12 

合計 370 

品目 金額(百万円) 

パン類 0 

合計 0 

品目 金額(百万円) 

魚介類 36 

調味料類 23 

肉類 21 

加工品類 18 

野菜類 16 

米穀類 7 

その他 30 

合計 155 



ヘ 貯蔵品 

  

  

ト 差入保証金 

  

  

チ 敷金 

  

  

品目 金額(百万円) 

炭ボード 12 

記念メダル 4 

その他 8 

合計 24 

区分 金額(百万円) 

店舗・事務所等入居保証金 8,880 

警備関係保証金 2 

その他 10 

合計 8,893 

区分 金額(百万円) 

店舗・事務所等入居敷金 4,448 

寮関係入居敷金 32 

合計 4,481 



② 負債の部 

イ 買掛金 

  

  

ロ 短期借入金 

  

  

相手先 金額(百万円) 

伊藤忠食品㈱ 470 

米川水産㈱ 255 

㈱エム・アイ・プランニング 81 

東京デリカフーズ㈱ 60 

㈱紙安 59 

その他 1,432 

合計 2,360 

相手先 金額(百万円) 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 600 

中央三井信託銀行㈱ 600 

㈱みずほ銀行 500 

㈱りそな銀行 500 

㈱横浜銀行 200 

その他 300 

合計 2,700 



ハ 一年以内返済予定長期借入金 

  

  

ニ 長期借入金 

  

  

借入先 金額(百万円) 

㈱三井住友銀行 1,547 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 273 

㈱みずほ銀行 219 

㈱横浜銀行 140 

中央三井信託銀行㈱ 140 

商工組合中央金庫 100 

㈱武蔵野銀行 99 

住友信託銀銀行㈱ 80 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 60 

㈱常陽銀行 50 

その他 113 

合計 2,825 

借入先 金額(百万円) 

㈱三井住友銀行 945 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 408 

㈱みずほ銀行 327 

中央三井信託銀行㈱ 320 

㈱武蔵野銀行 316 

㈱横浜銀行 288 

㈱常陽銀行 200 

住友信託銀行㈱ 142 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 142 

みずほ信託銀行㈱ 113 

その他 48 

合計 3,252 



ホ 一年以内返済予定社債 

  

  

ヘ 社債 

  

(注) 発行年月日、利率等については、「第５経理の状況」「１連結財務諸表等」「(1)連結財務諸表」「⑤連結附属明細表」の

「社債明細表」に記載しております。 

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

品目 金額(百万円) 

第２回無担保社債 1,000 

合計 1,000 

品目 金額(百万円) 

第３回無担保社債 1,300 

第４回無担保社債 700 

合計 2,000 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) 当社定款の定めより、当社の株主(実質株主を含む。)は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行

使することができない。 

１ 会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

２ 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

３ 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利 

４ 単元未満株式の買増し請求をする権利 

  

事業年度 ９月１日から８月31日まで 

定時株主総会 11月中 

基準日 ８月31日 

株券の種類 100株券 500株券 1,000株券 10,000株券 

剰余金の配当の基準日 ２月末日、８月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社 本店 

  株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社 

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
 日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社 本店 

  株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社 

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
 日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

  買取手数料 

単元未満株式の買取手数料の金額は、以下の算式により１単元当たりの金額を算定
し、これを買取った単元未満株式の数で按分した金額とする。 
(算式)１株当たりの買取価格に１単元の株式数を乗じた合計金額のうち 

ただし、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない場合には、2,500円とする。 

100万円以下の金額につき 1.150％
100万を超え500万円以下の金額につき 0.900％
500万を超え1,000万円以下の金額につき 0.700％
1,000万を超え3,000万円以下の金額につき 0.575％
3,000万を超え5,000万円以下の金額につき 0.375％

公告掲載方法 
当会社の公告は、電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故
その他やむを得ない理由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。 

株主に対する特典 

毎年２月、８月末日現在の１単元以上５単元未満(100～499株)所有の株主に対し毎回
一律2,500円相当(１枚500円の食事券５枚又は産地直送品)、５単元以上10単元未満
(500～999株)所有の株主に対し、毎回一律5,000円相当(１枚500円の食事券10枚又は
産地直送品)、10単元(1,000株)以上所有の株主に対し、毎回一律10,000円相当(１枚
500円の食事券20枚又は産地直送品)の株主優待券を贈呈する。 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

  

(1)  
有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第35期) 
自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日

  
平成18年11月27日 

関東財務局長に提出 

(2) 半期報告書 
事業年度 

(第36期中) 
自 平成18年９月１日
至 平成19年２月28日

  
平成19年５月28日 

関東財務局長に提出 

(3) 
有価証券報告書 

の訂正報告書 

事業年度 

(第33期) 
自 平成15年９月１日
至 平成16年８月31日

  
平成18年11月20日 

関東財務局長に提出 

    
事業年度 

(第34期) 
自 平成16年９月１日
至 平成17年８月31日

  
平成18年11月20日 

関東財務局長に提出 

    
事業年度 

(第35期) 
自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日

  
平成18年12月26日 

関東財務局長に提出 

    
事業年度 

(第35期) 
自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日

  
平成19年４月10日 

関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年11月22日

株式会社 大       庄 

 取 締 役 会  御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社大庄の平成17年９月１日から平成18年８月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連

結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社大庄及び連結子会社の平成18年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

  

新日本監査法人 

指 定 社 員
業務執行社員 

  公認会計士  氏  原  修  一  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員 

  公認会計士  園     マ  リ  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員 

  公認会計士  中  島  康  晴  ㊞ 

  
(注) 上記は、当社が、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成19年11月22日

株式会社 大       庄 

 取 締 役 会  御中 

  

  

  

  

当監査法人は、旧証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社大庄の平成18年９月１日から平成19年８月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社大庄及び連結子会社の平成19年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

  

新日本監査法人 

指 定 社 員
業務執行社員 

  公認会計士  氏  原  修  一  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員 

  公認会計士  園     マ  リ  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員 

  公認会計士  中  島  康  晴  ㊞ 

  
(注) 上記は、当社が、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年11月22日

株式会社 大       庄 

 取 締 役 会  御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社大庄の平成17年９月１日から平成18年８月31日までの第35期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社大庄の平成18年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

  

新日本監査法人 

指 定 社 員
業務執行社員 

  公認会計士  氏  原  修  一  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員 

  公認会計士  園     マ  リ  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員 

  公認会計士  中  島  康  晴  ㊞ 

  
(注) 上記は、当社が、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成19年11月22日

株式会社 大       庄 

 取 締 役 会  御中 

  

  

  

  

当監査法人は、旧証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社大庄の平成18年９月１日から平成19年８月31日までの第36期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社大庄の平成19年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

  

新日本監査法人 

指 定 社 員
業務執行社員 

  公認会計士  氏  原  修  一  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員 

  公認会計士  園     マ  リ  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員 

  公認会計士  中  島  康  晴  ㊞ 

  
(注) 上記は、当社が、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。 
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